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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（１）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。 

２．第62期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

３．第62期、第63期及び第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在していないため記載していません。 

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 223,089 229,118 181,796 175,790 194,577 

経常利益（百万円） 4,257 5,621 5,507 4,905 4,094 

当期純利益（百万円） 1,885 782 1,167 1,088 1,427 

純資産額（百万円） 33,780 33,331 37,069 36,700 43,504 

総資産額（百万円） 253,532 229,129 202,582 193,768 198,439 

１株当たり純資産額（円） 223.92 214.87 238.47 234.54 278.11 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
12.44 5.07 7.52 6.98 9.12 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
12.24 － － － 9.08 

自己資本比率（％） 13.3 14.5 18.3 18.9 21.9 

自己資本利益率（％） 5.4 2.3 3.3 3.0 3.6 

株価収益率（倍） 7.7 19.7 25.4 29.7 29.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,044 7,626 8,864 18,743 △19 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
4,973 1,055 1,264 1,370 △2,584 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△10,512 △9,975 △6,385 △9,477 △6,994 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
31,904 30,439 34,039 44,624 35,144 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

2,489 

[316] 

2,338 

[182] 

2,192 

[138] 

2,193 

[147] 

2,163 

[159] 



（２）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。 

２．第62期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。 

３．第62期、第63期、第64期及び第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在していないため記載していません。 

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 215,316 223,091 177,872 172,644 191,221 

経常利益（百万円） 3,956 5,127 5,281 4,547 3,533 

当期純利益（百万円） 1,502 601 829 939 1,017 

資本金（百万円） 18,293 18,293 18,293 18,293 18,293 

発行済株式総数（千株） 156,689 156,689 156,689 156,689 156,689 

純資産額（百万円） 34,535 33,657 36,983 35,806 42,200 

総資産額（百万円） 235,130 212,994 186,063 184,189 189,400 

１株当たり純資産額（円） 220.43 214.99 236.27 228.83 269.78 

１株当たり配当額（円） 

(うち１株当たり中間配当額) 

（円） 

2.5 

(－) 

2.5 

(－) 

2.5 

(－) 

2.5 

(－) 

2.5 

(－) 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
9.55 3.84 5.30 6.00 6.50 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
9.45 － － － － 

自己資本比率（％） 14.7 15.8 19.9 19.4 22.3 

自己資本利益率（％） 4.2 1.8 2.3 2.6 2.6 

株価収益率（倍） 10.1 26.0 36.0 34.5 41.5 

配当性向（％） 26.1 65.1 47.2 41.7 38.5 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

2,238 

[302] 

2,129 

[161] 

2,029 

[116] 

2,066 

[128] 

2,037 

[132] 



２【沿革】 

 戦時中、国内産業の根幹である陸運輸送力の確保と増強という目的から、既存の鉄道工事統制協力会の組織の見直

しが検討され、ここに鉄道建設興業株式会社として、昭和19年２月１日に資本金1,000万円をもって設立されまし

た。 

 変遷は次のとおりです。 

昭和19年２月 鉄道建設興業株式会社を設立、営業種目を「鉄道工事の施行、測量、設計、監理」とする。 

昭和19年５月 大阪支店、札幌支店開設 

昭和20年１月 福岡支店開設（平成２年４月 九州支店と改称） 

昭和21年４月 盛岡支店開設（昭和42年10月 仙台支店、平成２年４月 東北支店と改称） 

昭和22年10月 名古屋支店開設 

昭和22年11月 東京支店開設 

昭和24年10月 建設業法による建設大臣登録（イ）第365号の登録完了（以後２年ごとに登録更新） 

昭和28年５月 営業種目を「土木建築工事の施行並びに測量、設計、監理」及び「工事用資材の製造、販売及び運

搬」と改める。 

昭和31年３月 千代田共栄株式会社を設立 

昭和36年10月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和37年11月 測量法による建設大臣登録第（1）－527号の登録を受ける。（以後３年ごとに登録更新・平成10年

より５年ごとに登録更新） 

昭和37年12月 株式を大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和38年５月 営業種目に「土地、建物の売買、あっせん、賃貸」を加える。 

昭和38年８月 株式を東京、大阪両証券取引所市場第一部に上場 

昭和39年２月 商号を「鉄建建設株式会社」に変更、広島支店開設 

昭和39年６月 建築支店開設（平成元年６月 東京支店と併合） 

昭和43年１月 株式会社美合カントリー（現・連結子会社である株式会社岡崎ゴルフ倶楽部）を設立 

昭和47年２月 パレス不動産株式会社を設立 

昭和48年６月 建設業法改正に伴い、建設大臣許可（特－48）第1220号の許可を受ける。（以後３年ごとに許可更

新・平成９年より５年ごとに許可更新） 

昭和48年９月 宅地建物取引業法による建設大臣免許（1）第1658号を取得（以後３年ごとに免許更新・平成９年よ

り５年ごとに許可更新） 

昭和50年８月 横浜支店、北陸支店開設 

昭和61年２月 建設コンサルタント登録規程による建設大臣登録建61第3841号の登録を受ける。（以後３年ごとに

登録更新・平成９年より５年ごとに登録更新） 

昭和62年２月 四国支店開設 

昭和63年１月 ジー・ケー開発株式会社を設立 

平成元年１月 株式会社テッケンスポーツを設立 

平成元年６月 事業規模の拡大と事業の多角化をはかるため、営業種目の追加、整備を行う。 

平成２年10月 千代田共栄株式会社とパレス不動産株式会社が合併し、テッケン興産株式会社(現・連結子会社)と

する。 

平成５年３月 富士バードタウン株式会社(現・連結子会社)を設立 

平成９年４月 北関東支店、東関東支店開設 

平成10年４月 海外統括支店開設 

平成10年６月 株式会社ジェイテック（現・連結子会社）を設立 

平成14年３月 海外統括支店を廃止し、土木本部海外事業部を設置 

平成16年１月 株式会社大阪証券取引所市場第一部の株式上場廃止（平成15年12月 当社より申請） 

平成16年２月 測量法による国土交通大臣登録を更新し、第（1）－29134号の登録を受ける。 

平成16年７月 株式会社テッケンスポーツとテッケン興産株式会社が合併（存続会社はテッケン興産株式会社）  

平成17年１月 ジー・ケー開発株式会社の株式を譲渡 

平成17年６月 今後の事業展開とグループ経営の推進に備えるため、営業種目の追加及び変更を行う。 

平成17年７月 テッケン興産株式会社を完全子会社とする。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、連結財務諸表提出会社（以下「当社」という。）、子会社４社及び関連会社４社（内、連結対象

は子会社４社）で構成され、建設事業を主な事業とし、その他不動産事業などの事業活動を展開しています。 

 当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりです。 

 なお、当社グループが営んでいる事業内容と、事業の種類別セグメントにおける事業区分は同一です。 

建設事業  当社は総合建設業を営んでおり、建設資機材の一部をテッケン興産㈱より調達している他、㈱ジェ

イテックが専門工事の施工を行い、それらの一部は当社が発注しています。 

不動産事業 当社とテッケン興産㈱、下関コアビル㈱が住宅及び土地開発関連事業を営んでいます。 

また、特定の土地開発関連事業を営んでいました富士バードタウン㈱につきましては、会社解散の

株主総会決議を行い清算中です。 

その他事業 テッケン興産㈱が建設資機材関連事業とスポーツ施設運営を営み、㈱岡崎ゴルフ倶楽部がゴルフ場

を運営しています。 

また、墨田コートハウスサービス㈱、プラザノースマネジメント㈱（平成17年７月設立）及び八千

代ゆりのき台ＰＦＩ㈱（平成17年８月設立）がＰＦＩ関連事業を営んでいます。 



 事業の系統図は次のとおりです。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２．平成17年７月にテッケン興産株式会社の株式を追加取得し、完全子会社としています。 

３．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものです。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の
所有又は
被所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

㈱岡崎ゴルフ倶楽部 
愛知県 

岡崎市 
150 その他事業 100.0 

当社が会員権の一部を保有して

います。 

当社が施設の改修を請負ってい

ます。 

テッケン興産㈱ 

（注２） 

東京都 

千代田区 
58 

不動産事業・その

他事業 
100.0 

当社の不動産の管理のほか、当

社の建設事業において工事用資

機材の納入をしています。 

当社が事業用施設を賃貸してい

ます。 

富士バードタウン㈱ 
横浜市 

中区 
10 不動産事業 70.0 

当社へ宅地販売していました。 

会社解散の株主総会決議を行い

清算中です。 

㈱ジェイテック 

（注３） 

東京都 

千代田区 
40 建設事業 45.0 

当社の建設事業において施工協

力をしています。 



５【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものです。 

（２）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

（３）労働組合の状況 

   当社においては、鉄建建設職員組合と称し、昭和22年９月22日結成され、平成18年３月末現在の組合員数は 

 977名であり、関連団体は日本建設産業職員労働組合協議会です。 

  労使関係について特記すべき事項はありません。 

  なお、当社以外のグループ会社においては、労働組合はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 1,974 [122] 

不動産事業 19 [0] 

その他事業 87 [31] 

全社（共通） 83 [6] 

合計 2,163 [159] 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

2,037[132] 44.9 18.4 6,567,538 



第２【事業の状況】 

  以下、「第２．事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油価格の高騰の影響が懸念されましたが、企業収益の改善や設備投資

の拡大並びに個人消費の増加により、着実に回復基調で推移しました。 

 一方、当社グループの主たる事業分野である建設業界におきましては、民間建設投資は堅調に推移しましたが、依

然として政府建設投資の減少基調が続いており、受注競争の激しさも加わり、全体としては厳しい経営環境となりま

した。 

 このような状況の中、当社グループでは、平成16年度よりスタートさせた３カ年計画『中期経営計画“２００

４”』の達成へ向けて、12項目の重点施策の実行を加速させてまいりました。 

  また、当社グループを取り巻く経営環境の変化や新たな課題に対応するため、 

・危機管理体制のパワーアップ 

・コストダウンへの取り組み強化 

・開発等事業推進体制の構築 

・ＩＴ戦略の再構築 

を新たなテーマとしてプロジェクトチーム等を設けて取り組んでまいりました。 

この結果、危機管理の一段のレベルアップと平成18年度からの開発等事業の推進体制を確立することができ、また

有利子負債につきましても、『中期経営計画“２００４”』の目標を１年前倒しで達成することができました。 

当社グループの当連結会計年度の業績については、受注高187,618百万円（前連結会計年度比0.1％増）、売上高

194,577百万円（前連結会計年度比10.7％増）、営業利益4,291百万円（前連結会計年度比21.3%減）、経常利益4,094

百万円（前連結会計年度比16.5％減）、当期純利益1,427百万円（前連結会計年度比31.1％増）となりました。 

※ 当社グループにおいては、建設事業以外は受注生産活動を行っていません。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。（事業の種類別セグメントごとの業績については、セグメン

ト間の内部売上高等を含めて記載しています。）  

（建設事業） 

建設事業については、売上高189,805百万円（前連結会計年度比12.5％増）、営業利益3,637百万円（前連結会計年

度比30.4％減）となりました。 

（不動産事業） 

不動産事業については、売上高3,268百万円（前連結会計年度比40.3％減）、営業利益532百万円（前連結会計年度

比307.0％増）となりました。  

（その他事業） 

その他事業については、売上高19,005百万円（前連結会計年度比6.2％増）、営業利益114百万円（前連結会計年度

比20.3％増）となりました。  

（２）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ9,480百万円（21.2％）減少し35,144

百万円となりました。 

各活動によるキャッシュ・フローの状況については、次のとおりです。 

・営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益3,324百万円、未成工事支出金の減少1,488百万円、たな卸不動産の減少1,305百万円、仕

入債務の増加3,464百万円などによる資金の流入がありましたが、売上債権の増加11,474百万円を主因とする資金の

流出があり、営業活動によるキャッシュ・フローは△19百万円（前連結会計年度は18,743百万円）となりました。 

・投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資有価証券の取得による支出2,375百万円などにより、投資活動によるキャッシュ・フローは、△2,584百万円

（前連結会計年度は1,370百万円）となりました。 

・財務活動によるキャッシュ・フロー 

借入金返済は14,403百万円となり、積極的に有利子負債の削減を進める一方、長期の安定した資金調達として、無

担保社債の発行による収入が4,913百万円、長期借入れによる収入が3,200百万円あります。その結果、財務活動によ

るキャッシュ・フローは△6,994百万円（前連結会計年度は△9,477百万円）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していません。 

 なお、参考に提出会社個別の事業の状況を「提出会社の受注工事高及び施工高の状況」に記載しています。 

（１）受注実績 

 （注） 当社グループにおいては建設事業以外は受注生産を行っていません。 

（２）売上実績 

 （注） セグメント間の取引については相殺消去しています。 

提出会社の受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、売上高、繰越工事高及び施工高 

第64期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

区分 
前連結会計年度（百万円） 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度（百万円） 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

建設事業 187,409 187,618 （ 0.1%増） 

区分 
前連結会計年度（百万円） 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当連結会計年度（百万円） 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

建設事業 168,662 189,731 （12.5%増） 

不動産事業 4,932 2,805 （43.1%減） 

その他事業 2,195 2,040 （ 7.1%減） 

合計 175,790 194,577 （10.7%増） 

事業別 
前事業年度 
繰越工事高 
（百万円） 

当事業年度
受注工事高 
（百万円） 

計 
（百万円）

当事業年度
売上高 
（百万円）

翌事業年度繰越工事高 
当事業年度 
施工高 

（百万円） 手持工事高
（百万円） 

うち施工高 
（百万円） 

      ％   

建設事業         

土木 104,181 89,620 193,801 86,675 107,126 4.3 4,568 88,141 

建築 68,797 96,693 165,491 80,752 84,738 4.7 3,997 81,353 

計 172,979 186,313 359,292 167,427 191,864 4.5 8,565 169,494 

兼業事業 － － － 5,216 － － － 5,216 

合計 172,979 186,313 359,292 172,644 191,864 4.5 8,565 174,711 



第65期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、当事業年度受

注工事高にその増減額を含みます。したがって、当事業年度売上高にもかかる増減額が含まれます。また、

前事業年度以前に外貨建で受注した工事で、当事業年度中の為替相場の変動により請負金額に増減のあるも

のについても同様に処理しています。 

２．翌事業年度繰越工事高の施工高は手持工事高の工事進捗部分です。 

３．当事業年度施工高は、（当事業年度売上高＋翌事業年度繰越施工高－前事業年度繰越施工高）に一致しま

す。 

② 受注工事高の受注方法別比率 

 工事の受注方法は、特命と競争に大別されます。 

 （注） 百分比は請負金額比です。 

事業別 
前事業年度 
繰越工事高 
（百万円） 

当事業年度
受注工事高 
（百万円） 

計 
（百万円）

当事業年度
売上高 
（百万円）

翌事業年度繰越工事高 
当事業年度 
施工高 

（百万円） 手持工事高
（百万円） 

うち施工高 
（百万円） 

      ％   

建設事業         

土木 107,126 85,397 192,523 96,387 96,135 2.9 2,775 94,594 

建築 84,738 100,297 185,036 91,787 93,248 4.9 4,569 92,360 

計 191,864 185,694 377,559 188,175 189,383 3.9 7,345 186,954 

兼業事業 － － － 3,045 － － － 3,045 

合計 191,864 185,694 377,559 191,221 189,383 3.9 7,345 190,000 

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％） 

第64期 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

土木工事 40.0 60.0 100.0 

建築工事 61.3 38.7 100.0 

第65期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

土木工事 31.2 68.8 100.0 

建築工事 45.0 55.0 100.0 



③ 完成工事高 

 （注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりです。 

第64期の請負金額10億円以上の主なもの 

第65期の請負金額10億円以上の主なもの 

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は次のとおりです。 

第64期 

 東日本旅客鉄道㈱ 45,940百万円 27.4％  

第65期 

 東日本旅客鉄道㈱ 55,356百万円 29.4％  

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

第64期 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

土木工事 39,892 46,782 86,675 

建築工事 11,320 69,432 80,752 

計 51,212 116,214 167,427 

第65期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

土木工事 40,411 55,976 96,387 

建築工事 6,162 85,624 91,787 

計 46,574 141,601 188,175 

東日本旅客鉄道㈱ 東海道線田町・品川間札の辻こ線道路橋改築３ 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 常新、秋葉原Ｓｔ他１ 

東武鉄道㈱ 太田駅付近高架化工事の内土木関係４工区その３ 

（伊Ｒ５０～伊Ｗ１４高架橋他）工事 

日本下水道事業団 琵琶湖東北部浄化センター建設工事その22 

岡山県 （主）北房川上線野土路トンネル（仮称）新庄工区工事 

大和ハウス工業㈱ Ｄ’クラディア南７条新築工事 

伊藤忠都市開発㈱ イトーピア千里山田マンション新築工事 

松栄不動産㈱ パラッシオひたちの新築工事 

ダイア建設㈱ （仮称）ダイアパレス代官町新築工事 

三重県安芸郡芸濃町 芸濃町総合庁舎建設工事（建築工事・外構工事・機械設備工事） 

東日本旅客鉄道㈱ 信発小千谷発電所放水路（護岸）他災害応急（中越地震） 

東日本旅客鉄道㈱ 吾妻線岩島・長野原間付替川原湯Ｔ新設 

神奈川県中郡大磯町 大磯３８－１汚水幹線整備工事 

東海旅客鉄道㈱ 八田高架東工区高架橋新設  

国土交通省 旭高架上部（南工区）工事 

首都高速道路㈱  ＫＪ１２５工区 （１－１－２）トンネル工事  

大和ハウス工業㈱ （仮称）Ｄ’レスティア加賀野新築工事 

野村不動産㈱ プラウド鷺沼新築工事 

㈱三桂製作所 三桂製作所下丸子ＳＣビル新築工事 

三菱地所㈱ （仮称）パークハウス用賀３丁目新築工事 



④ 手持工事高 

 （注）手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりです。 

  平成18年３月31日現在

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

土木工事 42,972 53,163 96,135 

建築工事 3,844 89,404 93,248 

計 46,816 142,567 189,383 

東日本旅客鉄道㈱ 東京駅八重洲口開発計画南棟新築 平成19年８月 完成予定 

東日本旅客鉄道㈱ 東北本線浦和駅付近高架化（駅部工区）工事他３ 平成21年３月 完成予定 

東日本旅客鉄道㈱ 常磐線金町駅構内第二金町こ道橋改築工事 平成21年２月 完成予定 

国土交通省 平成17年度 横山ダム国道３０３号線新横山橋工事 平成21年10月 完成予定 

インドネシア共和国 

運輸省陸運総局 
ジャワ北線複線化工事その３ 平成19年８月 完成予定 

鉄道建設・運輸施設 

整備支援機構 
道幹、渡島当別Ｔ（西）他１ 平成21年１月 完成予定 

西日本高速道路㈱ 東九州自動車道日向第二トンネル工事 平成21年１月 完成予定 

三菱地所㈱ （仮称）五橋１丁目マンション計画新築工事 平成19年11月 完成予定 

大和ハウス工業㈱ （仮称）Ｄ’レスティアりんくう羽倉崎新築工事 平成19年２月 完成予定 

㈱イリュウ商事 南大沢フォレストモール新築工事 平成18年10月 完成予定 



３【対処すべき課題】 

今後の経済見通しにつきましては、景気回復の足取りは確実になっているものの、公共投資の削減には歯止めがか

からず、民間工事の競争も引き続き激化しており、厳しい受注環境が継続するものと予測しています。また、入札契

約の適正化に向けての様々な施策が打ち出されるなど、建設業界を取り巻く環境が激変しております。 

このような状況の中、平成18年度は『中期経営計画“２００４”』の総仕上げの年として、 

・経営の根幹を担うコンプライアンス体制の充実 

 ・本業（営業、工事）強化のための取り組み 

 ・経営基盤強化のための取り組み 

を主要なテーマとして12項目の重点施策等を引き続き実行してまいります。 

また、経営環境の変化や新たな課題に対応するため、  

・コンプライアンス営業の徹底 

 ・技術を中心とした体制の構築 

 ・建築部門の営業力・収益力の強化 

 ・鉄道工事に関わる安全推進体制の再構築 

を特に重点的に取り組む４つの柱と定めました。 

平成17年度より取り組んできた開発等事業推進体制の構築については、「新事業プロジェクト推進室」を立ち上

げ、新たな事業領域への進出を目指して、新しい仕組み・ルールのもとで具体的な案件への取り組みを開始すること

となりました。 

４【事業等のリスク】 

     有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可 

  能性のある事項には、以下のようなものがあります。  

    なお、文中における将来予測は、当連結会計年度末（平成18年３月31日）現在において判断したものです。 

  （１）公共事業投資額の予想を上回る減少 

当社グループの売上高のうち重要な部分を占める建設事業は、公共事業の投資額に大きな影響を受けます。公共投

資は減少傾向が続いており、それをカバーするべく技術を中心とした体制の構築、建築部門の営業力・収益力の強化

等の施策を講じています。しかし、予想を上回る減少となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

  （２）製品の欠陥による重大な瑕疵の発生 

品質管理には万全を期していますが、重大な瑕疵による損害賠償が発生した場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

  （３）災害、事故の発生 

施工中の防災及び事故防止には万全を期していますが、予期しない原因などにより工事事故や労働災害が発生する

可能性があります。この場合、損害賠償や指名停止などによる受注機会の減少により、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  （４）取引先の信用不安 

当社グループの主たる事業である建設事業においては、工事一件あたりの取引金額が大きいため、お客さまや協力

会社の業績が悪化し信用不安に陥った場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  （５）資材の高騰による工事原価の増加 

請負契約後、原材料の価格が高騰した際、それを請負金額に反映できない場合は、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

  （６）当社保有資産の価値下落 

当社グループでは主たる事業である建設事業・不動産事業と関連して販売用不動産や有価証券等を保有しており、

これらの資産価値が景気変動により著しく下落した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  （７）金利の上昇 

当社グループは目標を上回るペースで有利子負債を削減中であり、また、金利上昇を見込んだ経営を行っています

が、請負業という建設事業の特性により、立替金が少なからず発生し、一定水準の有利子負債が必要となります。よ

って、金利が著しく上昇した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



  （８）海外事業に伴うリスク 

海外での工事においては、戦争・テロ・紛争の発生及び予期しない法律・規制の変更が行われた場合に、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、為替相場に大幅な変動等が生じた場合には、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

   経営上の重要な契約等はありません。  



６【研究開発活動】 

   （建設事業） 

建設市場の縮小、公共工事の入札契約制度の構造的・制度的な見直しなど、建設業界を取り巻く環境変化が急速に

進む中で、技術・コストの競争力強化への取り組みとして、技術を中心とした体制の構築を目指しています。特に総

合評価方式に向けた技術提案力強化のための技術企画を基本として「売れる使える技術商品開発」を推進します。 

技術研究開発にあたっては、新規開発技術の実施工による得意分野の優位性確保、環境・防災など新規分野への取

り組みを柱に、関係部門との連携体制を強化して全社一体となった技術研究開発を行っています。 

当連結会計年度における研究開発費は634百万円です。主な研究開発活動及びその成果は次のとおりです。 

なお、研究開発活動には、子会社である株式会社ジェイテックとの研究開発活動が含まれています。 

（１）立体交差技術  

①ＨＥＰ＆ＪＥＳ（ヘップ・アンド・ジェス）工法  

鉄道や道路などの路線下横断工事において、敷設した鋼製エレメントで本体構造物を構築する本工法は、施工実績

を重ねながら、継続的に技術研究開発を行っています。平成17年度は、サイクルタイム縮減による工事原価の低減を

可能とするとともに、長距離施工を可能とする継手防護方法の開発、連続けん引ジャッキ・レキ対応掘削機の開発な

ど、更なる適用拡大に向けた技術開発を推進し、財団法人先端建設技術センターの技術審査証明を更新しました。平

成18年度は、施工時の安全性強化を第一に、技術の向上による経済的で優れた技術の確立を推進し、競争力の強化と

普及拡大を目指します。 

②ＣＯＭＰＡＳＳ（コンパス）工法 ～小断面立体交差工法～ 

本工法は、ワイヤーソーにて地盤を切削しながら鋼板をけん引し、函体の外周に設置した後、移動式刃口を用いて

鋼板内部を掘削、鋼製支保工を設置して、ＳＲＣ構造の函体を構築する工法です。事前線路防護工と函体の施工が同

時に行え、函体の部材厚も薄くできる、安全性、経済性に優れた小断面立体交差構造構築工法として技術の確立を目

指しています。平成17年度は実施工に向けた施工システムの改良を行いました。平成18年度は、長距離施工システム

の開発による適用範囲の拡大と、実施工への導入を目指します。 

（２）補修・補強・耐震補強技術  

①タフシート工法 

本工法は、コンクリート構造物に紫外線硬化型ＦＲＰシートを貼付け、あるいは巻付けて、補修・補強を行う工法

です。トンネルの補修、ＲＣ構造物の補修・耐震補強、新設下水道の二次覆工など幅広い用途に適用できます。平成

17年度は、財団法人下水道新技術推進機構より下水道内面被覆工法として建設技術審査証明を交付されました。今後

もさらなる適用領域の拡大を目指して、技術の向上を図ります。 

②ＲＥＤＥＥＭ（リディーム）工法 

高強度かつ高じん性のＰＶＡ（ポリビニールアルコール）繊維入りモルタルとＰＶＡ繊維補強ボードを用いたコン

クリート構造物の補修・補強工法です。すでに、鉄道トンネル、道路トンネルでの補修・補強、橋脚補修や災害復旧

などで施工実績があります。平成17年度は材料・施工性の改良に着手し、コストダウンを可能としました。平成18年

度は、水路トンネルへの適用等をめざして工法の技術向上を図ります。 

③高強度モルタル内巻き補強工法 

本工法は、補修・補強工法のバリエーションを充実するために、コンクリートの運搬が容易な道路トンネルを対象

として開発したローコストのトンネル内巻き補強工法です。平成17年度は、施工及び品質管理マニュアルを作成しま

した。今後は実施工への適用に向けて、ＰＲ活動を実施します。 

④河川内橋脚耐震補強工法 

河川内にある橋脚の水中部の耐震補強工事は、橋脚の側面に工事用の仮設構台を設置し、大型重機を使用して行う

ため、工事全体に占める仮設費が非常に大きくなる傾向がありました。そこで、この仮設構台の設置を最小限に抑

え、軽量の機械を使って施工できる技術の確立を目指しています。 

（３）交通インフラ・交通結節点・線路上空施設分野技術  

①本設利用ＰＣ工事桁工法 

プレキャスト部材によるＰＣ桁で線路を仮受し、線路下構造物の完成後も撤去することなく軌道構造物としても利

用できる工事桁工法です。平成17年度は、ＪＲ中央線立川－三鷹連続立体交差事業で初めて採用され、夜間の線路閉

鎖時間内に滞りなく架設を完了しました。平成18年度は適用工事の増加に向けて、耐久性確認実験、連続化方法の開

発を予定しています。 



②ソード（ＳＷＯＲＤ）工法 

本工法は、あらかじめ作業効率の良い昼間に、発進構台上で先組みした上部構造を、夜間に線路上空にスライドさ

せることで、コスト・工期の大幅な短縮と線路上空作業の削減による安全性の向上が図れる工法です。平成17年度

は、実施工のために施工マニュアルを作成し、具体的な改良試験を実施しました。平成18年度は、引き続き工法の改

良を進めるとともに、公開施工等のＰＲを行い、工法の普及を図ります。  

（４）地盤改良技術  

①エコリチャージ 

エコリチャージ（循環型地下水制御工法）は、地下水位低下を目的として揚水井戸から揚水した地下水を、注水井

戸から加圧して地盤中に復水することにより、効果的に地下水涵養を図る工法です。注水量をコントロールすること

で地下水位の低下を最小限とすることができる経済的で環境にやさしい工法です。平成17年度は、揚水試験や計測デ

ータに基づく対象地盤の透水性能の推定方法を確立しました。併せて、プレス発表、営業ツールの整備も行い、今

後、技術の普及及び適用拡大を目指します。 

②ラテラルジェット工法 

立坑や既設構造物の内部から側方地盤にセメントスラリーを高圧噴射攪拌することにより水平方向に円柱状の改良

体を効率的に造成できる工法です。多種多様な構造物が輻輳する都市部の地下空間において地上の土地利用に影響を

受けることなく、安全・確実に地下構造物を築造するための有効な地盤改良工法です。平成17年度は、実施工への対

応を行うとともに、システム制御プログラム及び関連部材の改良を行い、性能を向上させました。平成18年度は、適

用拡大に向けてさらなる長距離施工への対応を目指します。 

（５）地下空間技術 

①ＴＵＬＩＰ（チューリップ）工法 

本工法は、地下利用が高度化、高密化した都市部において、既設の地下構造物やシールドトンネルを発進・到達の

作業スペースとして利用することにより、非開削で地下構造物を構築する技術です。埋設した曲線管は管路としての

利用をはじめ、地盤改良や支保工として利用することができます。平成17年度より、首都高速中央環状新宿線富ヶ谷

出入口トンネルで下向きパイプルーフを施工中です。平成18年度は、さらに上向きパイプルーフの開発を予定してい

ます。 

（６）住宅分野技術 

①ひび割れ低減コンクリート 

 集合住宅で最も問題となるコンクリートのひび割れを低減するために、中庸熱セメントを用いたコンクリートの施

工法確立をめざしています。中庸熱セメントは、乾燥収縮及び温度ひび割れの抑制効果があり、東大駒場総合研究実

験棟新築工事では、中庸熱セメントに膨張剤を付加した膨張コンクリートを用いて、ひび割れの抑制に成功していま

す。平成17年度は、合理的な湿潤養生を確立しました。今後は、ひび割れ低減をめざして中庸熱セメントの適用を図

ります。 

②超高層ＲＣ住宅構法 

保有技術の「超高層ＲＣ構法」の再生に向けて、技術と営業が一体となった体制を構築し、当社得意分野の充実を

図ってきました。その結果、平成17年度には、当社が今まで培った超高層ＲＣ住宅及び免震住宅の技術資料などを活

用して、超高層ＲＣ免震住宅の受注を果たしました。今後、実施工を通じて技術的なノウハウを蓄積し、改良点など

をブラッシュアップすることにより、次の超高層ＲＣ住宅の受注をめざします。 

（７）高架下空間利用技術 

①キューブ工法 

 本工法は、交通結節点となる駅周辺の高架下店舗が共通して持つ、安く早く開店させるというニーズに応えるため

に開発された工法です。平成17年度は、実施工に基づいたディテールの検討を行いました。今後は、技術ＰＲを行う

とともに様々な用途の施設に対応できるように研究開発を進める予定です。 

（８）リニューアル 

①ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）算定プログラム 

リニューアル営業では、顧客にリニューアルの必要性を理解していただく必要があります。そのために、建物診

断、耐震性能簡易評価システム、ＬＣＣ算定システムなど、お客さまのニーズに応えられる様々なソフト技術を確立

しています。平成17年度は、ＬＣＣ算定システムのバージョンアップ、長期修繕計画作成プログラムのリニューアル

工事対応を行いました。建物の改装工事やリニューアル工事の際に活用し、顧客満足度の向上に結び付けていく予定

です。 



（９）環境・エネルギー技術 

①エコロジカルステーション 

地球温暖化、ヒートアイランド現象などの環境問題から、駅施設においても環境対策が必要になってきています。

環境問題への取り組みは、企業の社会的責任であるとともに新たなビジネスチャンスを創出します。平成17年度は

CO2削減量による環境技術の評価について共同研究を実施するとともに、緑化技術、地中熱利用技術についても取組

みました。今後は、駅周辺を対象とした環境対策の提案に向けて、技術のパッケージ化による総合提案をめざしま

す。 

②土壌汚染対策技術 

重金属類に汚染された土壌を、低コスト・低負荷かつ高い効率で浄化できる技術の開発に取り組み，洗浄剤への漬

け置き処理を特徴とした重金属汚染土壌の浸漬処理工法を開発するとともに、様々な土壌汚染に対して対応できる体

制を構築しています。平成17年度からは、ＰＣＢ、ダイオキシン類を対象に、従来工法より安価に処理できる技術開

発にも取組んでいます。 

 （不動産事業及びその他事業） 

 研究開発活動は特段行われていません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年３月31日）現在において当社グループが判断したもの

です。  

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。この連結財務諸表の作成にあたっては、過去の実績や現在の状況に応じ合理的と考えられる見積りによっ

ている部分があり、見積り特有の不確実性のために、実際の結果が見積りと異なることがあります。 

 当社グループは、主に以下の重要な会計方針に含まれる見積りが、状況の変化により連結財務諸表に影響を与え

ると考えています。 

①完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完成基準によっていますが、工期12か月以上、請負金額１億円以上の国内工事及び工

期12か月以上、請負金額10億円以上の海外工事については工事進行基準によっています。 

 工事進行基準による完成工事高は、総請負金額に対する総工事原価の見積り金額を根拠に計上されることから、

外部環境など工事収支に影響を及ぼす事柄の変化により、見積り時より異なってくる場合があります。 

②工事損失引当金 

 工事損失引当金は、受注工事に係る将来の損失に備えるため、手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しています。 

 当該引当金額は、総工事原価が総請負金額より超過する金額を見積って計上されることから、外部環境など工事

収支に影響を及ぼす事柄の変化により、見積り時より異なってくる場合があります。 

③退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しています。 

 退職給付債務及び年金資産の見込額は、割引率（2.0%）及び期待運用収益率（2.5%）等の基礎率に基づき算出し

ています。これらの基礎率については、合理的根拠により見積られていますが、実績との差異及び基礎率自体の変

更等により、要引当金額が変動する場合があります。 

（２）当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の経営成績は、前連結会計年度と比較すると、売上高は18,786百万円(10.7%)増加し、194,577百

万円となりました。主な内訳としては、土木工事の完成工事高が10,071百万円(11.5%)増加し、建築工事の完成工事

高が10,997百万円(13.6%)増加しています。完成工事高の増加は、土木・建築ともに前連結会計年度まで２期連続で

受注高が増加したことが主因と思われます。 

売上総利益は、売上総利益率が低下（前連結会計年度9.6%に対して当連結会計年度8.2%）し、前連結会計年度比

926百万円(5.5%)減少しています。これは、完成工事総利益（主に当社の建築工事）が減少したことが要因です。販

売費及び一般管理費は、人件費の増加等により前連結会計年度比235百万円（2.1%）増加し、営業利益は同1,162百

万円(21.3%)減少の4,291百万円となりました。経常利益は、営業外収益に連結調整勘定償却額95百万円が当連結会

計年度より計上されたことや、有利子負債の削減に伴い営業外費用の支払利息が前連結会計年度比140百万円

（14.9%）減少したことなどにより、減少幅が営業利益より圧縮され、同811百万円（16.5%）減少の、4,094百万円

となりました。 

特別利益は、投資有価証券売却益201百万円など合計529百万円計上されました。 

 一方、特別損失は、固定資産の減損損失550百万円や、偶発損失引当金繰入額294百万円など合計1,299百万円計上

されました。なお、前連結会計年度の特別損失6,532百万円に対しては、5,233百万円（80.1%）の減少となっていま

す。 

以上の結果、税金等調整前当期純利益は3,324百万円(前連結会計年度は損失)となり、法人税、住民税及び事業税

と法人税等調整額、少数株主利益を差し引いた当期純利益は前連結会計年度比338百万円（31.1%）増加の1,427百万

円となりました。 



（３）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

営業活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は19百万円の支出となり、前連結会計年度に比較して

18,762百万円支出が増加しました。主な内訳として、税金等調整前当期純利益3,324百万円、仕入債務の増加3,464

百万円等のキャッシュ・フローの増加要因があった一方で、売上債権の増加11,474百万円等のキャッシュ・フロー

の減少要因があり、総合すると支出超過となりました。 

 なお、売上債権の増加は、完成工事高が増加した上に、全般的な工事代金の回収率が前期より低下したことが主

因です。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は2,584百万円の支出となり、前連結会計年度に比較して

3,955百万円支出が増加しました。主な内訳としては、投資有価証券の取得による支出が2,375百万円（前連結会計

年度は21百万円）あります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は6,994百万円の支出となり、前連結会計年度に比較して

2,482百万円支出が減少しました。主な内訳としては、有利子負債の積極的な削減を継続し、借入金を14,403百万円

返済する一方で、長期の安定した資金を確保するため無担保社債を前連結会計年度に引き続き発行したことに伴う

収入が4,913百万円、長期借入れによる収入が3,200百万円あります。 

以上の結果、「現金及び現金同等物期末残高」は、前連結会計年度末残高から9,480百万円（21.2%）減少し、

35,144百万円となりました。 

（４）当連結会計年度末の財政状態の分析 

資産合計は、前連結会計年度末に比較して4,670百万円（2.4%）増加し、198,439百万円となりました。主な内訳

は、完成工事高の増加に伴う受取手形・完成工事未収入金等の増加11,677百万円、上場株式の時価評価増に伴う投

資有価証券の増加11,949百万円、借入金の返済等に伴う現金預金の減少9,480百万円、その他有価証券評価差額金に

係る繰延税金負債が増加したことなどに伴う繰延税金資産（固定資産）の減少4,370百万円です。 

負債合計は、前連結会計年度末に比較して1,640百万円（1.0%）減少し、154,781百万円となりました。主な内訳

は、短期借入金の減少10,440百万円、社債（流動負債及び固定負債）の増加4,700百万円です。 

資本合計は、前連結会計年度末に比較して6,804百万円（18.5%）増加し、43,504百万円となりました。主な内訳

は、上場株式の時価評価増に伴うその他有価証券評価差額金の増加5,779百万円、当期純利益の計上等に伴う利益剰

余金の増加802百万円です。以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の18.9%に対して3.0ポイント増加の

21.9%となりました。 



第３【設備の状況】 

 以下、「第３ 設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。 

１【設備投資等の概要】 

（建設事業）  

   当連結会計年度は、機械・運搬具・工具器具備品を中心に117百万円の設備投資を実施しました。 

  （不動産事業）  

   当連結会計年度は、建物・構築物を中心に61百万円の設備投資を実施しました。 

  （その他事業）  

   当連結会計年度は、建物・構築物、機械・運搬具・工具器具備品を中心に24百万円の設備投資を実施しました。 

２【主要な設備の状況】 

（１）提出会社 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

帳簿価額（百万円） 

従業員数(人) 
外［臨時従業
員数］ 建物・構築物 

機械・運搬具・
工具器具備品 

土地 
合計 

面積(㎡) 金額 

本店 
（東京都千代田区） 

2,499 21 33,498.17 6,707 9,228 
264 

[12] 

札幌支店 
（札幌市中央区）(注２) 

136 1 284,782.11 218 356 
95 

[8] 

東北支店 
（仙台市青葉区）(注２) 

15 5 351.80 5 26 
187 

[19] 

東京支店 
（東京都千代田区） 

383 2 888.75 355 740 
432 

[38] 

北関東支店 
（さいたま市大宮区） 
(注２) 

－ 1 － － 1 
123 

[1] 

東関東支店 
（千葉市中央区）(注２) 

0 0 － － 1 
119 

[6] 

横浜支店 
（横浜市中区）(注２) 

271 0 1,390.07 260 532 
157 

[18] 

北陸支店 
（新潟県新潟市） 

455 0 2,853.62 352 809 
75 

[－] 

名古屋支店 
(名古屋市中村区)(注２) 

302 5 9,879.88 507 815 
188 

[9] 

大阪支店 
（大阪市北区）(注２) 

18 1 2,052.90 351 372 
167 

[7] 

四国支店 
（香川県高松市）(注２) 

－ － － － － 
37 

[1] 

広島支店 
（広島市東区） 

75 1 2,845.39 920 997 
54 

[9] 

九州支店 
（福岡市中央区） 

1,494 3 9,474.08 1,206 2,704 
117 

[4] 

技術センター 
（千葉県成田市）(注３) 

580 28 29,712.18 1,215 1,824 
22 

[－] 



（２）国内子会社 

 （注）１．提出会社は建設事業の他に不動産事業及びその他事業を営んでいますが、大半の設備は建設事業又は共通的

に使用されているので、事業の種類別セグメントに分類せず、主要な事業所ごとに一括して記載していま

す。 

２．建物の一部を事務所ビルとして、連結会社以外から賃借しており、賃借料は326百万円です。 

３．提出会社の技術センターは、建設事業における土木建築技術の研究開発施設です。他の施設は、提出会社・

子会社共に事務所ビル及び施設賃貸物件です。 

４．その他事業の主なものはゴルフ場施設です。 

５．土地・建物のうち賃貸中の主なものは次のとおりです。 

６．リース契約による賃借設備のうち主なものは次のとおりです。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案し策定しており、また、設備計画は原

則的に連結各会社が個別に策定しています。 

 なお、当連結会計年度末現在においては重要と判断される設備の新設、改修及び除去等の計画はありません。 

   平成18年３月31日現在

会社名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

帳簿価額（百万円） 従業員数 
（人） 
外［臨時
従業員
数］ 

建物・ 
構築物 

機械・運搬具・
工具器具備品 

土地 
コース
勘定 

合計 
面積（㎡) 金額 

㈱岡崎ゴルフ倶楽部 
（愛知県岡崎市） 
(注４) 

その他事業 529 52 359,325.50 344 690 1,617 
42 

[16] 

テッケン興産㈱本店他 
（東京都千代田区） 

不動産事業 
その他事業 

1,389 40 84,199.67 1,854 － 3,285 
49 

[7] 

㈱ジェイテック 
（東京都千代田区） 

建設事業 0 205 － － － 206 
35 

[4] 

会社名又は事業所名 土地（㎡） 建物（㎡） 

鉄建建設㈱本店 735.44 2,835.32 

北陸支店 809.51 5,209.50 

九州支店 － 4,368.56 

テッケン興産㈱ 18,574.76 4,048.21 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 台数 リース期間 
年間リー
ス料 
（百万円）

鉄建建設㈱ 
本店 

（東京都千代田区） 
全社共通 

コンピュータ設備 
（MOTHERシステム）

1式 
自平成14年12月 
至平成22年３月 

122 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(１)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成18年６月１日以降この有価証券報告書提出日までの転換社債の転換により増加

した株数は含まれていません。 

(２)【新株予約権等の状況】 

①新株予約権及び新株予約権付社債に関する事項については、該当事項はありません。 

②旧転換社債等に関する事項は、次のとおりです。 

第３回無担保転換社債（平成６年２月３日発行） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 298,476,000 

計 298,476,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 156,689,563 156,689,563 
㈱東京証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 156,689,563 156,689,563 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

転換社債の残高（百万円） 4,728 4,728 

転換価格（円） 902 902 

資本組入額（円） 451 451 



(３)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）利益による自己株式の消却による減少です。 

(４)【所有者別状況】 

 （注）自己株式266,991株は「個人その他」に266単元及び「単元未満株式の状況」に991株含めて記載しています。 

    なお、自己株式266,991株は株主名簿上の株式数ですが、この内実質的に保有していない株式が5,000株含まれ 

    ているため、平成18年３月31日現在の実保有株式数は261,991株です。「その他の法人」の欄には、証券保管振 

    替機構名義の株式が24単元含まれています。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年９月28日

（注） 
△1,524,000 156,689,563 － 18,293 － 5,289 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 49 35 144 70 3 14,143 14,444 － 

所有株式数（単元） － 39,412 1,485 27,054 28,996 5 58,201 155,153 1,536,563 

所有株式数の割合

（％） 
－ 25.40 0.96 17.44  18.69  0.00 37.51 100.0  － 



(５)【大株主の状況】 

（注）１．前事業年度末現在主要株主でなかったモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・リ

ミテッドは、当事業年度末では主要株主となっています。 

２．上記、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は2,775千株で

す。 

３．上記、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は2,518千株です。 

４．ブルー・スカイ・キャピタル・マネジメント・プロプライアタリー・リミテッドから、平成18年３月14日付の

大量保有報告書の写しの送付があり、平成18年２月28日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けてい

ますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。なお、大量保有報告書の内容は次のとおりです。 

  

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

モルガン・スタン
レー・アンド・カ
ンパニー・インタ
ーナショナル・リ
ミテッド 
（常任代理人 モ
ルガン・スタンレ
ー証券会社東京支
店） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDONE 14 4QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20-３ 恵比寿ガーデンプレイス

タワー） 

15,916 10.16 

東日本旅客鉄道株

式会社 
東京都渋谷区代々木２丁目２－２ 15,782 10.07 

株式会社みずほ銀

行 
東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 7,732 4.93 

株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行 
東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 7,653 4.88 

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１丁目２－７ 4,700 3.00 

鉄建職員持株会 東京都千代田区三崎町２丁目５－３ 4,522 2.89 

日本トラスティ・
サービス信託銀行
株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,837 2.45 

日本生命保険相互

会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 3,528 2.25 

ステート ストリ
ート バンク ア
ンド トラスト 
カンパニー ５０
５０１９ 
（常任代理人 株
式会社みずほコー
ポレート銀行兜町
証券決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 IFSC DUBLIN,IRELAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
3,522 2.25 

日本マスタートラ
スト信託銀行株式
会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 3,309 2.11 

計 － 70,503 45.00 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

ブルー・スカイ・
キャピタル・マネ
ジメント・プロプ
ライアタリー・リ
ミテッド    

1 RIALTO LANE, MANLY, SYDNEY, NSW 2095, AUSTRALIA 14,702 9.38 



(６)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が24,000株（議決権24個）含まれてい

ます。 

②【自己株式等】 

  （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式が5,000株（議決権５個）

あります。なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれています。 

(７)【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

 普通株式   

261,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 
 普通株式   

154,892,000 
154,892 － 

単元未満株式 
 普通株式   

1,536,563 
－ １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 156,689,563 － － 

総株主の議決権 － 154,892 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

（自己保有株式） 
鉄建建設㈱ 

東京都千代田区三崎
町２－５－３ 

261,000  － 261,000 0.17 

計 － 261,000   －  261,000 0.17 



２【自己株式の取得等の状況】 

（１）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

（注）「本会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって同条第１項に定める市場取引等

により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めています。 

３【配当政策】 

 当社は、総合建設業としての技術革新と競争力を保持するため、人的資源及び技術研究開発などへの投資と企業リ

スク回避のための内部留保に努め、経営基盤の維持補強を図るとともに、株主様に対する利益還元についても安定配

当の継続を重視した利益配分を基本方針としています。  

    この基本方針のもと、株主配当金については前事業年度に引き続き２円50銭の株主配当を実施することを決定し 

  ました。 

４【株価の推移】 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  （注）㈱東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しました。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  （注）㈱東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しました。 

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 154 125 219 236 317 

最低（円） 64 74 99 151 185 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 236 258 272 317 311 303 

最低（円） 214 232 240 251 267 262 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

会長 
 山本 卓朗 昭和16年2月15日生 

平成４年６月 東日本旅客鉄道株式会社  

取締役開発事業本部用地企画部長 

同 ６年６月 同 常務取締役開発事業本部長 

同 ９年６月 同 常務取締役事業創造本部副本部長 

同 12年６月 東京圏駅ビル開発株式会社代表取締役社長

同 14年６月 当社代表取締役社長執行役員社長 

同 18年６月 当社代表取締役会長 

 現在に至る 

110 

代表取締役 

社長 
執行役員社長 神田 志義 昭和19年４月８日生

昭和43年４月 当社入社 

平成９年４月 当社土木本部土木部長 

同 10年４月 当社土木本部副本部長（工事担当） 

同 11年４月 当社北関東支店長 

同 12年６月 当社取締役北関東支店長 

同 13年４月 当社取締役東京支店長 

同 14年６月 当社常務執行役員東京支店長 

同 16年４月 当社常務執行役員土木本部長 

同 17年４月 当社常務執行役員土木本部長兼鉄道本部長

同 17年６月 当社専務執行役員土木本部長兼鉄道本部長

同 18年４月 当社専務執行役員土木本部長 

同 18年６月 当社代表取締役社長執行役員社長 

 現在に至る 

30 

取締役 

執行役員副社長 

新事業プロジェク

ト推進室担当 

椎名 彪 昭和12年７月18日生

平成２年７月 建設省大臣官房技術審議官 

同 ４年10月 財団法人民間都市開発推進機構常務理事 

同 ６年７月 首都高速道路公団理事 

同 10年７月 当社土木本部技術顧問 

同 11年６月 当社専務取締役土木本部担当 

同 13年６月 当社取締役副社長 

同 14年６月 当社取締役執行役員副社長 

同 15年１月 当社取締役執行役員副社長経営戦略本部都

市再生・ＰＦＩ担当 

同 18年４月 当社取締役執行役員副社長新事業プロジェ

クト推進室担当 

 現在に至る 

51 

取締役 
執行役員副社長 

建築担当 
守山 正孝 昭和14年３月14日生

平成10年６月 鹿島建設株式会社 

 取締役東京支店副支店長 

同 13年６月 同 常務取締役東京支店副支店長 

同 14年６月 当社取締役執行役員副社長建築本部長

同 18年６月 当社取締役執行役員副社長建築担当 

 現在に至る 

39 

代表取締役 

執行役員副社長 

経営戦略本部長兼 

管理本部長 

工藤 長生 昭和17年６月12日生

昭和41年４月 当社入社 

平成10年４月 当社事務本部法務部長兼社長室監査室長 

同 11年４月 当社経営管理本部副本部長兼監査室長 

同 11年６月 当社取締役経営管理本部副本部長兼監査室

長 

同 14年６月 当社取締役常務執行役員管理本部長 

同 16年６月 当社取締役専務執行役員管理本部長 

同 18年６月 当社代表取締役執行役員副社長経営戦略本

部長兼管理本部長 

 現在に至る 

38 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

常務執行役員 

鉄道本部担当兼 

土木本部担当 

池田 尚 昭和22年５月30日生

平成８年６月 東日本旅客鉄道株式会社 

東北工事事務所長 

同 11年10月 同 東京工事事務所長 

同 13年１月 同 建設工事部長 

同 14年６月 当社取締役常務執行役員経営戦略本部担当

兼土木本部担当兼建築本部営業担当 

同 15年１月 当社取締役常務執行役員経営戦略本部担当

兼建築本部営業担当兼鉄道本部担当 

同 18年６月 当社取締役常務執行役員鉄道本部担当兼土

木本部担当 

 現在に至る 

32 

取締役 

常務執行役員 

エンジニアリング 

本部長 

本間 勉 昭和17年12月11日生

昭和40年４月 当社入社 

平成９年４月 当社東関東支店長 

同 10年６月 当社取締役東関東支店長 

同 11年４月 当社取締役安全・環境本部長兼エンジニア

リング本部長 

同 14年６月 当社取締役執行役員安全・環境本部長兼エ

ンジニアリング本部長 

同 15年６月 当社取締役常務執行役員エンジニアリング

本部長 

同 17年９月 当社取締役常務執行役員エンジニアリング

本部長兼技術センター所長 

同 18年４月 当社取締役常務執行役員エンジニアリング

本部長 

 現在に至る 

41 

取締役 
執行役員 

管理本部副本部長 
手島 敬二 昭和24年３月24日生

昭和47年４月 当社入社 

 平成11年４月 当社事務本部経理部長 

 同 15年７月 当社管理本部総務部長 

同 17年４月 当社管理本部副本部長（全般）兼総務部長 

同 17年６月 当社執行役員管理本部副本部長（全般）兼

総務部長 

同 18年６月 当社取締役執行役員管理本部副本部長 

 現在に至る 

43 

取締役  幸 圀夫 昭和17年３月18日生

昭和59年４月 日本国有鉄道大阪工事局次長 

平成５年４月 日本国有鉄道清算事業団本社審議役 

同 ８年４月 レールシティ東開発株式会社代表取締役副

社長 

同 13年６月 ジェイアール東日本ビルテック株式会社代

表取締役社長 

同 16年６月 同 取締役会長 

同 18年６月 当社取締役 

 現在に至る 

10 

 



 （注）１．監査役原口和夫及び青木二郎は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」です。 

２．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しています。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

３．当社は執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員は次のとおりです。 

※は取締役兼務者です。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役  蔦川 忠義 昭和20年２月14日生

昭和44年４月 当社入社 

平成７年４月 当社建築本部土木本部管理部長

同 10年８月 当社経営管理本部法務部長 

同 14年７月 当社管理本部法務部長 

同 16年６月 当社常勤監査役  

 現在に至る 

12 

常勤監査役  平石 純一 昭和20年９月15日生

昭和44年４月 当社入社 

平成８年７月 当社安全・環境本部労務安全部長 

同 11年４月 当社安全・環境本部副本部長 

同 15年６月 当社安全・品質・環境戦略室副室長

同 17年６月 当社常勤監査役 

 現在に至る 

13 

常勤監査役  原口 和夫 昭和24年１月２日生

平成８年６月 東鉄工業株式会社東京支店土木工事部長

 同 11年６月 同 千葉支店土木部長 

同 13年４月 同 千葉支店副支店長 

同 16年10月 同 監査部担当部長 

同 17年６月 当社常勤監査役  

 現在に至る 

5 

監査役  青木 二郎 昭和20年11月19日生

昭和47年４月 弁護士登録 

同 47年４月 一番町法律事務所 

同 57年４月 青木二郎法律事務所 

平成11年６月 内幸町総合法律事務所

同 16年６月 当社監査役 

 現在に至る 

14 

計     438 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

補欠監査役  渡邉 眞一 昭和６年10月16日生 

昭和37年４月 弁護士登録 

同 37年４月 田中義之助法律事務所 

同 51年11月 渡邉眞一法律事務所 

平成10年６月 当社監査役（平成16年６月退

任） 

同 11年６月 内幸町総合法律事務所 

 現在に至る 

28 

役名 氏名 職名 

※執行役員社長 神田 志義  

※執行役員副社長 椎名  彪 新事業プロジェクト推進室担当 

※執行役員副社長 守山 正孝 建築担当 

※執行役員副社長 工藤 長生  経営戦略本部長兼管理本部長 

専務執行役員 川人 達男 新事業プロジェクト推進室長兼土木本部担当 

 専務執行役員 加納  清 土木担当兼関西地区担当 

常務執行役員 藤森 房司 鉄道本部担当兼土木本部担当 

常務執行役員 古川 和吉 土木本部担当 

常務執行役員 吉田 公人 建築本部担当 

 



役名 氏名 職名 

※常務執行役員 池田  尚 鉄道本部担当兼土木本部担当 

※常務執行役員 本間  勉 エンジニアリング本部長 

常務執行役員 宇都宮 守 東京支店長 

常務執行役員 印藤 栄次 土木本部長 

常務執行役員 高橋 治夫 鉄道本部長 

執行役員 尾形 達夫 横浜支店長 

執行役員 浅師 光男 建築本部担当兼管理本部担当兼新事業プロジェクト推

進室担当 

執行役員 福原 久之 大阪支店長 

執行役員 中川  剛 札幌支店長 

執行役員 中尾  剛 九州支店長 

執行役員 久保田貞喜 エンジニアリング本部副本部長（建築技術担当） 

執行役員 伊藤  孝 建築本部担当兼管理本部担当兼新事業プロジェクト推

進室担当 

執行役員 濱田 憲博 建築本部担当 

執行役員 坂口  稔 安全・品質・環境戦略室長 

執行役員 水野 高信 土木本部担当 

※執行役員 手島 敬二 管理本部副本部長 

 執行役員 五十子 繁 東北支店長 

 執行役員 斎藤  一 新事業プロジェクト推進室副室長 

 執行役員 大和 修二 土木本部副本部長（全般）兼土木企画部長 

 執行役員 阿比留卓雄 名古屋支店長 

 執行役員 堯部 隆夫 建築本部長 

 執行役員 石橋 忠良 経営戦略本部担当 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社では、株主・お客さま・取引先など関係あるすべてのステークホルダーからの信頼をより高めるため、また的

確かつ迅速な意思決定により経営の基本方針を実現していくために、効率的で透明性の高い経営体制を確立すること

をコーポレート・ガバナンスの基本としています。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の基本説明 

当社は、執行役員制度を採用しており「経営戦略部門」である取締役会と「業務執行」にあたる執行役員を明確に

しています。なお、取締役会を補完する審議・決定機関として経営会議があります。また、当社は監査役制度を採用

し、監査役４名のうち社外監査役２名を選任しています。なお、コンプライアンス体制を監視する機関として「コン

プライアンス委員会」、企業リスクに対応する機関として「危機管理委員会」を設置しています。 

  

②会社の機関・内部統制の関係  



③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況  

執行役員制度の採用によって少数化された取締役会は「経営戦略部門」として、経営の基本方針や重要事項を決定

するとともに、執行役員の職務の執行を監督しています。 

取締役会の決定した経営の基本方針に基づき、経営に関する事項を審議、決定し、業務執行の効率化と全般的統制

を行うことを目的として、経営会議を原則として毎週開催しています。日常的な業務の執行については、執行役員が

業務執行担当として、迅速な意思決定を行っています。 

  

④内部監査及び監査役監査の状況  

 当社の内部監査として監査部が設置されており、人員は２名です。監査部は、内部監査規程、内部監査計画に従

い、使用人の職務の執行に対して業務監査及び改善指導を実施しています。 

また、監査役監査の組織として監査役が４名おり、うち社外監査役２名を選任しています。監査役は、取締役の職

務執行を監査する体制となっており、監査役会で作成した監査方針・監査計画に従い、取締役会、経営会議等の重要

な会議に参加するほか、稟議等の閲覧、実地監査などを通じて、取締役の業務執行の適正性を中心に監査を行ってい

ます。また、監査部の実施した内部監査結果報告を閲覧し、緊密な連携をとっています。 

監査部及び監査役、会計監査人は、必要に応じ随時情報の交換を行うことにより相互の連携を高めています。 

  

⑤会計監査の状況  

会計監査人である「あずさ監査法人」に対しては、必要な会計情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施され

る環境を整備しています。業務執行は、公認会計士 金塚厚樹、公認会計士 薊和彦（いずれも継続監査年数は７年

以内）により行われており、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士２名、その他６名です。  

  

⑥社外取締役及び社外監査役との関係  

社外監査役は２名であり、また、社外取締役はいません。当社の社外監査役２名は、当社株式19,000株を保有して

います。また、社外監査役のうち青木二郎は弁護士であり、当社が平成17年度に同氏へ支払った弁護士報酬は２百万

円です。 

  上記以外の当社と社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係、その他の利害関係はありません。 

  

（２）リスク管理体制の整備の状況 

当社は「コンプライアンス宣言」「鉄建行動基準」「コンプライアンス基本規程」により、取締役及び使用人が法

令及び定款に適合した行動をとるための守るべき規範や行動基準を明確にしています。「コンプライアンス委員会」

を通じてコンプライアンス体制を監視するとともに、取締役及び使用人に対し教育を通じコンプライアンスに関する

理解を徹底しています。また、コンプライアンス経営の強化を図るため「内部通報取扱規程」により法令違反行為等

に関する社内通報システムを運用しています。 

 また、当社のリスク管理体制として、諸種のリスクに迅速かつ適切に対処するため、「リスク管理規程」及び付帯

する規程に基づきリスク予防管理、リスク発生時対応、リスク収束後対応、再発防止等を行うとともに、業務に影響

を与えるリスクに関し、社内外へ適時の開示を行っています。  

  

（３）役員報酬の内容 

当社が取締役８名（うち平成17年８月８日付逝去による退任１名）に支払った報酬は、181百万円です。同じく監

査役６名（うち平成17年６月29日付退任２名）に支払った報酬は、45百万円です。 

 このほか、株主総会決議に基づき、上記の退任取締役１名に対し退職慰労金24百万円、上記の退任監査役２名に対

し退職慰労金11百万円を支払っています。  

  

（４）監査報酬の内容 

当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、

41百万円です。上記以外の業務に基づく報酬額は、１百万円です。  



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載しています。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しています。  

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）により作成しています。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しています。  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財

務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けています。 



１【連結財務諸表等】 

(１)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金預金 ※３  44,624   35,144  

２ 受取手形・完成工事未
収入金等 

  68,490   80,167  

３ 有価証券   28   75  

４ 未成工事支出金等   9,203   7,436  

５ たな卸不動産   8,098   6,793  

６ 繰延税金資産   7,538   6,396  

７ その他流動資産   3,027   3,179  

貸倒引当金   △381   △350  

流動資産合計   140,629 72.6  138,843 70.0 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物・構築物 ※３  17,713   17,185  

(2）機械・運搬具・工具
器具備品 

  2,658   2,494  

(3）土地 
※２ 
※３ 

 14,389   14,303  

(4) 建設仮勘定    －   0  

(5）コース勘定   690   690  

減価償却累計額   △10,838   △11,137  

有形固定資産合計   24,613 12.7  23,536 11.8 

２ 無形固定資産   122 0.1  132 0.1 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券 
※１ 
※３ 

 19,872   31,822  

(2）長期貸付金 ※３  733   672  

(3）繰延税金資産   5,946   1,575  

(4）破産債権、更生債権
等 

  4,459   3,468  

(5）その他投資等   1,662   1,835  

貸倒引当金   △4,272   △3,447  

投資その他の資産合計   28,402 14.6  35,927 18.1 

固定資産合計   53,139 27.4  59,596 30.0 

資産合計   193,768 100.0  198,439 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形・工事未払金
等 

  58,125   61,589  

２ 短期借入金 ※３  49,104   38,664  

３ 社債（１年以内償還予
定） 

   －   600  

４ 未成工事受入金等   7,618   6,591  

５ 完成工事補償引当金   310   415  

６ 賞与引当金   833   832  

７ 偶発損失引当金   776   911  

８ 工事損失引当金    143   40  

９ その他流動負債   7,510   9,882  

流動負債合計   124,423 64.3  119,527 60.2 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債    6,000   10,100  

２ 転換社債   4,728   4,728  

３ 長期借入金 ※３  6,486   5,723  

４ 再評価に係る繰延税金
負債 

※２  3,580   3,578  

５ 退職給付引当金   8,322   8,443  

６ 役員退職慰労引当金   195   20  

７ 偶発損失引当金   1,319   896  

８ 連結調整勘定   －   382  

９ その他固定負債   1,365   1,379  

固定負債合計   31,997 16.5  35,253 17.8 

負債合計   156,421 80.8  154,781 78.0 

（少数株主持分）        

少数株主持分   647 0.3  153 0.1 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  18,293 9.4  18,293 9.2 

Ⅱ 資本剰余金   5,329 2.7  5,329 2.7 

Ⅲ 利益剰余金   9,228 4.8  10,031 5.0 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２  933 0.5  1,166 0.6 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  2,941 1.5  8,720 4.4 

Ⅵ 自己株式 ※６  △26 △0.0  △37 △0.0 

資本合計   36,700 18.9  43,504 21.9 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

  193,768 100.0  198,439 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１ 完成工事高 ※３ 168,662   189,731   

２ その他事業売上高  7,128 175,790 100.0 4,846 194,577 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１ 完成工事原価  152,460   174,697   

２ その他事業売上原価  6,532 158,993 90.4 4,009 178,706 91.8 

売上総利益        

完成工事総利益  16,202   15,033   

その他事業総利益  595 16,797 9.6 837 15,870 8.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

          

１ 従業員給料手当  5,404   －   

２ 賞与引当金繰入額  319   －   

３ 退職給付費用  763   －   

４ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 65   －   

５ 法定福利費  617   －   

６ 通信交通費  828   －   

７ 調査研究費  303   －   

８ 交際費  211   －   

９ 地代家賃  365   －   

10 減価償却費  227   －   

11 その他販売費及び一般
管理費 

 2,237 11,343 6.5 － 11,578 6.0 

営業利益   5,454 3.1  4,291 2.2 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  54   36   

２ 受取配当金  190   230   

３ 有価証券売却益  －   24   

４ 連結調整勘定償却額  －   95   

５ 団体保険配当金  82   101   

６ 為替差益   81   98   

７ 団体保険金  52   －   

８ その他  80 542 0.3 136 724 0.4 

        

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  942   801   

２ その他  149 1,091 0.6 120 922 0.5 

経常利益   4,905 2.8  4,094 2.1 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１ 前期損益修正益 ※４ 25   94   

２ 投資有価証券売却益   924   201   

３ 貸倒引当金戻入額   129   143   

４ 偶発損失引当金戻入額  －   65   

５ ゴルフ会員権買取益  14   －   

６ その他特別利益 ※５ 15 1,110 0.6 24 529 0.3 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損 ※６ 997   －   

２ ゴルフ会員権売却損  23   －   

３ 固定資産評価損 ※７ 839   －   

４ ゴルフ会員権評価損  11   －   

５ 投資有価証券評価損  19   －   

６ 貸倒引当金繰入額  110   －   

７ 貸倒損失  14   －   

８ 販売用不動産・兼業事
業支出金評価損 

 1,050   －   

９ 関係会社整理損 ※９ 1,786   －   

10 事業所廃止損 ※10 909   －   

11 減損損失 ※11 －   550   

12 偶発損失引当金繰入額   441   294   

13 違約損害金   －   192   

14 その他特別損失 ※８ 327 6,532 3.7 262 1,299 0.7 

                

税金等調整前当期純利
益 

  － －  3,324 1.7 

税金等調整前当期純損
失 

  517 △0.3  － － 

法人税、住民税及び事
業税 

 230   276   

法人税等調整額  △2,008 △1,778 △1.0 1,559 1,835 1.0 

少数株主利益   172 0.1  61 0.0 

当期純利益   1,088 0.6  1,427 0.7 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,304  5,329

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 自己株式処分差益  24 24 － － 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   5,329  5,329 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   7,759  9,228

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 当期純利益  1,088  1,427  

２ 土地再評価差額金取崩
額 

 275  －  

３ 連結子会社の減少に伴
う利益剰余金増加高 

 490 1,854 － 1,427 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  385  391  

２ 土地再評価差額金取崩
額 

 － 385 233 624 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   9,228  10,031 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  － 3,324 

税金等調整前当期純損失   △517 － 

減価償却費  865 689 

減損損失  － 550 

連結調整勘定償却額  － △95 

貸倒引当金の増加・減少（△）額  589 △139 

退職給付引当金の増加・減少（△）
額 

 286 121 

その他の引当金の増加・減少（△）
額 

 185 △462 

受取利息及び受取配当金  △245 △267 

支払利息  942 801 

有価証券・投資有価証券売却損・益
（△） 

 △924 △218 

有価証券・投資有価証券評価損  19 － 

有形固定資産売却損・益（△）  2,689 － 

無形固定資産売却損・益（△）  － 0 

売上債権の減少・増加（△）額  4,876 △11,474 

未成工事支出金の減少・増加（△）
額 

 △2,798 1,488 

たな卸不動産の減少・増加（△）額  3,952 1,305 

その他の資産の減少・増加（△）額  347 294 

仕入債務の増加・減少（△）額  5,536 3,464 

未成工事受入金の増加・減少（△）
額 

 1,292 △1,024 

預り入会保証金の増加・減少(△)額  △20 △7 

その他の負債の増加・減少（△）額  1,074 2,349 

その他  1,420 213 

小計  19,574 914 

利息及び配当金の受取額  243 269 

利息の支払額  △948 △797 

法人税等の支払額  △126 △404 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

 18,743 △19 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー    

  少数株主からの持分取得による支出  － △74 

有価証券の売却による収入  24 46 

有形固定資産の取得による支出  △251 △200 

有形固定資産の売却による収入  301 215 

無形固定資産の取得による支出  △14 △32 

無形固定資産の売却による収入  － 0 

投資有価証券の取得による支出  △21 △2,375 

投資有価証券の売却による収入  1,328 269 

貸付けによる支出  △128 △60 

貸付金の回収による収入  102 128 

その他の投資の取得による支出  － △500 

その他の投資の売却による収入  29 0 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

 1,370 △2,584 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金純増加・減少（△）額  △7,600 △1,780 

長期借入れによる収入  1,550 3,200 

長期借入金の返済による支出  △9,108 △12,623 

社債の発行による収入  5,894 4,913 

社債の償還による支出  － △300 

自己株式の減少・増加（△）額  173 △11 

配当金の支払額  △385 △392 

少数株主への配当金の支払額   △2 △2 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

 △9,477 △6,994 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額  20 118 

Ⅴ現金及び現金同等物の増加・減少
（△）額 

 10,655 △9,480 

Ⅵ現金及び現金同等物期首残高  34,039 44,624 

Ⅶ連結除外に伴う現金及び現金同等物
の減少額  

 △71 － 

Ⅷ現金及び現金同等物期末残高 ※ 44,624 35,144 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  すべての子会社（４社）を連結して

います。 

連結子会社名 

㈱岡崎ゴルフ倶楽部  

テッケン興産㈱  

富士バードタウン㈱  

㈱ジェイテック  

  

 テッケン興産㈱と㈱テッケンスポー

ツは、平成16年７月１日にテッケン興

産㈱を存続会社として合併しました。 

 前連結会計年度まで連結子会社に含

めていましたジー・ケー開発㈱は、民

事再生計画の認可決定が平成17年１月

５日に確定したことにより、連結の範

囲から除外しています。 

 すべての子会社（４社）を連結して

います。 

連結子会社名 

㈱岡崎ゴルフ倶楽部  

テッケン興産㈱  

富士バードタウン㈱  

㈱ジェイテック  

  

２．持分法の適用に関する事

項 

 関連会社に関する投資額について

は、持分法を適用していません。 

同 左 

   
 持分法非適用の関連会社名  

下関コアビル㈱  

墨田コートハウスサービス㈱  

持分法非適用の関連会社名  

下関コアビル㈱  

墨田コートハウスサービス㈱  

    プラザノースマネジメント㈱ 

    八千代ゆりのき台ＰＦＩ㈱ 

  

  持分法非適用の関連会社は、それぞ

れ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用か

ら除外しています。 

 持分法非適用の関連会社は、それぞ

れ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用か

ら除外しています。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度は当社と一致

しています。 

同 左 

 



 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａ．満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａ．満期保有目的債券 

同 左 

 ｂ．その他有価証券 

(ａ)時価のあるもの 

 連結会計年度末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

ｂ．その他有価証券 

(ａ)時価のあるもの 

 同 左 

 (ｂ)時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(ｂ)時価のないもの 

 同 左 

 ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同 左 

 ③たな卸資産 

たな卸不動産 

個別法による原価法 

③たな卸資産 

たな卸不動産 

同 左 

 未成工事支出金等(未成工事支出金) 

個別法による原価法 

未成工事支出金等(未成工事支出金) 

同 左 

 未成工事支出金等(材料貯蔵品) 

移動平均法による原価法 

 ただし、一部の連結子会社は貯

蔵品や商品に最終仕入原価法や先

入先出法による原価法を採用して

います。 

未成工事支出金等(材料貯蔵品) 

同 左 

 (２)重要な減価償却資産の減価償却方法 

①有形固定資産 

 定率法によっています。  

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によってい

ます。  

 なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっています。  

(２)重要な減価償却資産の減価償却方法 

①有形固定資産 

 同 左  

  

  

 ②無形固定資産 

 定額法によっています。 

 なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっています。 

 ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。 

②無形固定資産 

同 左 

 



 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (３)繰延資産の処理方法  

社債発行費  

 支出時に全額費用処理しています。 

(３)繰延資産の処理方法  

社債発行費  

 同 左 

 (４)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しています。 

(４)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同 左 

 ②完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用に

備えるため、当連結会計年度の完成

工事高（進行基準工事を含む）に対

する将来の見積補償額に基づいて計

上しています。 

②完成工事補償引当金 

同 左 

 ③賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額基準により計上して

います。 

③賞与引当金 

同 左 

 ④工事損失引当金  

  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末手持工事

のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もるこ

とができる工事について、損失見込

額を計上しています。  

④工事損失引当金  

同 左  

 ⑤退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しています。 

 過去勤務債務は発生時に一括償却

しています。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しています。 

⑤退職給付引当金 

 同 左 

  

  

 



 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ⑥役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

て、内規に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上しています。 

⑥役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は、役員の退職

慰労金の支給に備えて、内規に基づ

く当連結会計年度末要支給額を計上

しています。 

（追加情報） 

 当社は、平成17年３月に役員退職

慰労金に係る内規を廃止し、平成17

年６月29日開催の定時株主総会にお

いて慰労金の打切り支給議案が可決

されました。これにより当連結会計

年度において当社に係る「役員退職

慰労引当金」を全額取崩し、役員退

任時の支給額に対応する未払い分に

ついては、流動負債の「その他流動

負債」に含めて表示しています。 

 ⑦偶発損失引当金 

 債務保証等に伴い発生する損失に

備えるため、契約条件及び債務保証

先の財政状態等を個別に検討し、損

失負担見込額を計上しています。 

⑦偶発損失引当金 

同 左 

 (５)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっています。 

(５)重要なリース取引の処理方法 

同 左 

 (６)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについて、特例処理を採用して

います。 

(６)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同 左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（金利スワ

ップ） 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

同 左 

 ｂ．ヘッジ対象 

 相場変動による損失の可能性

があり、相場変動が評価に反映

されていないもの及びキャッシ

ュ・フローが固定され、その変

動が回避されるもの 

ｂ．ヘッジ対象 

同 左 

 ③ヘッジ方針 

 主に当社の内部規定である「金融

市場リスク管理方針」に基づき、相

場変動及び金利変動をヘッジしてい

ます。 

 なお、主なリスクとして借入金の

金利変動をヘッジしています。 

③ヘッジ方針 

同 左  

  

 



 
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理を採用し

ているため、ヘッジ有効性評価は省

略しています。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

 (７)その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完成基

準によっていますが、工期12か月以

上、請負金額１億円以上の国内工事

及び工期12か月以上、請負金額10億

円以上の海外工事については工事進

行基準によっています。 

(７)その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①完成工事高の計上基準 

同 左 

 ②消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当する

額の会計処理は、税抜方式によって

います。 

②消費税等の会計処理 

同 左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価は

全面時価評価法によっています。 

 同 左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、金額が僅少なため

発生年度に全額償却しています。 

 連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行なっています。た

だし、連結調整勘定の金額に重要性が

乏しいものは、発生年度に一括償却し

ています。 

（追加情報） 

 従来、連結調整勘定は少額であった

ことから、発生時の損益として処理し

ていましたが、金額的重要性が増した

ことに伴い、当連結会計年度より少額

なものを除き、５年間にて償却するこ

ととしました。この結果、従来の方法

に比較して、経常利益、税金等調整前

当期純利益及び当期純利益がそれぞれ

382百万円少なく計上されています。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいて作成しています。 

同 左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっていま

す。 

同 左 



会計処理の変更 

 前連結会計年度 

 （自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

 当連結会計年度 

 （自 平成17年４月１日 

   至 平成18年３月31日） 

────────────   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用していま

す。 

 これにより税金等調整前当期純利益は550百万円減少

しています。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除していま

す。  



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）により、証券取引法第２条第２項におい

て、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への

出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、前

連結会計年度まで「その他投資等」に含めていた投資

事業組合への出資金を、当連結会計年度より「有価証

券」及び「投資有価証券」に計上しています。この変

更により、「有価証券」は28百万円、「投資有価証

券」は89百万円増加し、「その他投資等」は117百万円

減少しています。 

 なお、前連結会計年度において「その他投資等」に

含まれていた投資事業組合への出資金は、127百万円で

す。 

──────────── 

「入会保証金」  

 前連結会計年度において固定負債に区分掲記してい

ました「入会保証金」については、当連結会計年度は

負債、少数株主持分及び資本の合計額の100分の５以下

であるため、固定負債の「その他固定負債」に含めて

表示することとしました。 

 なお、当連結会計年度の「入会保証金」は、1,247百

万円です。  

 ──────────── 

  

 ──────────── 

  

 「販売費及び一般管理費」  

  従来、販売費及び一般管理費については、連結損益

計算書において費目別に区分掲記していましたが、当連

結会計年度から連結損益計算書の一覧性及び明瞭性を高

めるため、連結損益計算書は「販売費及び一般管理費」

として一括掲記し、主要な費目を注記する方法に変更し

ました。 

 なお、当連結会計年度において販売費及び一般管理費

を従来の方法により区分掲記した場合の費目別金額は次

のとおりです。 

 １ 従業員給料手当 5,659百万円 

 ２ 賞与引当金繰入額  329  

 ３ 退職給付費用  686  

 ４ 役員退職慰労引当金繰入額  5  

 ５ 法定福利費  706  

 ６ 通信交通費  824  

 ７ 調査研究費  312  

 ８ 交際費  211  

 ９ 地代家賃  383  

 10 減価償却費  202  

 11 その他販売費及び一般管理費  2,258  

   合計 11,578  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────────────  

  

 「団体保険金」 

 前連結会計年度において営業外収益に区分掲記して

いました「団体保険金」については、当連結会計年度

は営業外収益総額の100分の10以下であるため、営業外

収益の「その他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当連結会計年度の「団体保険金」は、62百万

円です。  

 「貸倒引当金戻入額」  

 「貸倒引当金戻入額」については、前連結会計年度

において特別利益の「前期損益修正益」に含めて表示

していましたが、特別利益総額の100分の10を超えるこ

ととなったため、当連結会計年度から区分掲記するこ

ととしました。 

 なお、前連結会計年度の「貸倒引当金戻入額」は、

22百万円です。 

 ──────────── 

  

「固定資産評価損」  

 「固定資産評価損」については、前連結会計年度に

おいて特別損失の「その他特別損失」に含めて表示し

ていましたが、特別損失総額の100分の10を超えること

となったため、当連結会計年度から区分掲記すること

としました。 

 なお、前連結会計年度の「固定資産評価損」は、279

百万円です。  

 ──────────── 

  

  ──────────── 

  

「販売用不動産・兼業事業支出金評価損」   

 前連結会計年度において特別損失に区分掲記してい

ました「販売用不動産・兼業事業支出金評価損」につ

いては、当連結会計年度は特別損失総額の100分の10以

下であるため、特別損失の「その他特別損失」に含め

て表示することとしました。 

 なお、当連結会計年度の「販売用不動産・兼業事業

支出金評価損」は、106百万円です。   

  ────────────  

  

 「ゴルフ会員権評価損」   

 前連結会計年度において特別損失に区分掲記してい

ました「ゴルフ会員権評価損」については、当連結会

計年度は特別損失総額の100分の10以下であるため、特

別損失の「その他特別損失」に含めて表示することと

しました。 

 なお、当連結会計年度の「ゴルフ会員権評価損」

は、12百万円です。   

  ────────────  

  

 「貸倒損失」   

 前連結会計年度において特別損失に区分掲記してい

ました「貸倒損失」については、当連結会計年度は特

別損失総額の100分の10以下であるため、特別損失の

「その他特別損失」に含めて表示することとしまし

た。 

 なお、当連結会計年度の「貸倒損失」は、62百万円

です。   



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（有形固定資産の保有目的の変更） 

 当連結会計年度において有形固定資産として従来保

有していた建物・構築物（帳簿価額927百万円）、土地

（帳簿価額2,440百万円）について、保有目的の変更に

伴い評価損（「固定資産評価損」839百万円、「事業所

廃止損」611百万円）控除後の金額を流動資産の「たな

卸不動産」に振り替えています。 

──────────── 

  

 ──────────── 

  

（仕入等代金支払方法の変更）   

  当連結会計年度より、当社は一部の仕入先への支払

方法を手形払いから一括支払信託方式に変更しまし

た。これにより従来の方式によった場合に比べ、支払

手形・工事未払金等が399百万円減少し、その他流動負

債が同額増加しています。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．関連会社に対するものは、次のとおりです。 ※１．関連会社に対するものは、次のとおりです。 

投資有価証券（株式） 7百万円 投資有価証券（株式） 20百万円

    

※２．当社は、土地の再評価に関する法律に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として資本の部に計上しています。 

※２．当社は、土地の再評価に関する法律に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として資本の部に計上しています。 

・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第４

号に定める路線価及び路線価のない土地は第２

条第３号に定める固定資産税評価額に基づい

て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って

算出しています。 

・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第４

号に定める路線価及び路線価のない土地は第２

条第３号に定める固定資産税評価額に基づい

て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って

算出しています。 

・再評価を行った年月日   平成12年３月31日 ・再評価を行った年月日   平成12年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末におけ

る時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額

との差額 

     4,022百万円 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末におけ

る時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額

との差額 

          4,303百万円 

    

※３．担保に供している資産 

(１) 下記の資産は、長期借入金4,618百万円及び短期

借入金（長期借入金よりの振替分）1,872百万円の

担保に供しています。 

※３．担保に供している資産 

(１) 下記の資産は、長期借入金4,473百万円及び短期

借入金（長期借入金よりの振替分）1,892百万円の

担保に供しています。 

建物・構築物 1,830百万円

土地 1,093 

投資有価証券 8,866 

  計 11,791 

建物・構築物 1,178百万円

土地 663 

投資有価証券 12,988 

   計 14,830 

(２) 下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ

差入れています。 

(２) 下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ

差入れています。 

現金預金 383百万円

投資有価証券 32 

   計 416 

現金預金 278百万円

投資有価証券 28 

  計 307 

(３) 下記の資産は出資会社等の借入金等の担保に供

しています。 

(３) 下記の資産は出資会社等の借入金等の担保に供

しています。 

投資有価証券  2百万円

長期貸付金 50 

  計 52 

投資有価証券  14百万円

長期貸付金 63 

  計 77 

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

４．偶発債務 

（１）連結会社以外の会社等の金融機関借入金等につ

いて保証を行っています。 

４．偶発債務 

（１）連結会社以外の会社等の金融機関借入金等につ

いて保証を行っています。 

   ① 借入金保証   

  ㈱魚九  135百万円

  当社従業員 53 

  その他４件 165 

  計 353 

  ① 借入金保証   

 ㈱魚九  60百万円

 当社従業員 32 

 その他４件  147 

      計 241 

   ② 住宅分譲手付金等保証   

  ダイア建設㈱  43百万円

  その他２件 11 

  計  54 

  合計  408 

  ② 住宅分譲手付金等保証   

 ダイア建設㈱  357百万円

 日神不動産㈱  3 

  計  360 

  合計 602 

（２）当社の持分法非適用関連会社である墨田コート

ハウスサービス㈱が保険会社と締結した、東京簡

易裁判所墨田分室庁舎整備等事業に関する履行保

証保険契約に基づく履行保証保険金額に係る求償

を受けた場合、その求償額171百万円に対して連帯

保証債務を負っています。 

（２）ＰＦＩ事業に係る履行保証保険契約に対する保

証債務 

墨田コートハウスサービス㈱   171百万円

八千代ゆりのき台ＰＦＩ㈱ 99  

    合計 270  

    

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式156,689,563株

です。 

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式156,689,563株

です。 

    

※６．当社が保有する自己株式の数は、普通株式213,195

株です。 

※６．当社が保有する自己株式の数は、普通株式261,991

株です。 

    



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※１．    ──────────── 

  

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りです。 

 従業員給料手当 5,659百万円

賞与引当金繰入額 329  

退職給付費用 686  

役員退職慰労引当金繰入額 5  

法定福利費 706  

福利厚生費 409  

通信交通費 824  

地代家賃 383  

    

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は670百万円で

す。 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は634百万円で

す。 

    

※３．完成工事高のうちには、工事進行基準によった完

成工事高111,490百万円が含まれています。 

※３．完成工事高のうちには、工事進行基準によった完

成工事高120,533百万円が含まれています。 

    

※４．前期損益修正益の内容 ※４．前期損益修正益の内容 

償却済債権取立額 20百万円

その他 5 

合計 25 

償却済債権取立額 47百万円

未払金戻入額 23  

過年度事業所閉鎖損戻入額 18  

その他 4 

合計 94 

    

    

※５．その他特別利益の内容 ※５．    ──────────── 

ゴルフ会員権売却益 11百万円

その他 3 

合計 15 

 

※６．固定資産売却損の内容 ※６．    ──────────── 

建物 79百万円

土地 917 

合計 997 

うち関係会社への土地売却損  851百万円

 

   

※７．固定資産評価損の内容 ※７．    ──────────── 

建物  179百万円

土地 660 

合計  839 

 

    

※８．その他特別損失の内容 ※８．その他特別損失の内容 

工事災害損失 276百万円

その他 51 

合計 327 

販売用不動産・兼業事業支出金評

価損 
106百万円

貸倒損失 62  

建物・構築物除却損 47  

その他 45 

合計 262 

    

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※９．関係会社整理損について  ※９．    ──────────── 

 当社の子会社であったジー・ケー開発㈱の、民

事再生計画の認可決定が平成17年１月５日に確定

したことによる損失です。内容は建物・構築物売

却損1,639百万円、その他147百万円です。 

  

※10．事業所廃止損について ※10．    ──────────── 

 機材センターの廃止に伴う損失です。内容は、

建物・構築物評価損450百万円、土地評価損160百

万円、固定資産除却損84百万円、建物解体費72百

万円、その他141百万円です。  

  

※11．     ──────────── ※11．減損損失  

 当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産について減損損失を計上しました。 

  

  

  当社グループは、建設事業については各支店及び

事業所単位に、不動産賃貸事業及びその他事業につ

いては個別物件毎にグルーピングしています。 

 近年の予想し得ない不動産価格の下落及び賃料相

場の低迷並びに競争激化による収益性の低下等によ

り、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失550百万円として特別損

失に計上しています。 

 その内訳は、建物・構築物393百万円、土地86百

万円、その他70百万円です。 

 なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、路線価及び固定資産税評価額等を

基に評価しています。 

用途 場所 件数 種類 

不動産賃貸 東京都他  ６件 
建物・構築物、

土地 

その他 北海道他  ３件 
機械装置、リー

ス資産他 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金預金勘定 44,624百万円

現金及び現金同等物 44,624 

現金預金勘定 35,144百万円

現金及び現金同等物 35,144 

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び連結会計年度末残高相当額 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び連結会計年度末

残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

連結会計
年度末残 
高相当額 
(百万円) 

機械装置 77 47 29

車両運搬具 37 15 21

工具器具・備品 340 182 157

無形固定資産 584 190 394

合計 1,039 436 603

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円)  

連結会計
年度末残
高相当額
(百万円) 

機械装置 97 61 26 8

車両
運搬具 

36 16 － 19

工具器具
・備品 

322 210 － 111

無形固定
資産 

621 314 － 307

合計 1,077 603 26 447

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料連結会計

年度末残高が有形固定資産の連結会計年度末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

(注) 同 左 

(２)未経過リース料連結会計年度末残高相当額 (２)未経過リース料連結会計年度末残高相当額等 

１年内 217百万円

１年超 386 

合計 603 

      未経過リース料連結会計年度末残高相当額 

１年内 203百万円

１年超 266 

合計 469 

   

 リース資産減損勘定の連結会

計年度末残高 

22百万円

   

(注) 未経過リース料連結会計年度末残高相当額

は、未経過リース料連結会計年度末残高が有形

固定資産の連結会計年度末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

(注) 同 左 

(３)支払リース料及び減価償却費相当額 (３)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 223百万円

減価償却費相当額 223 

支払リース料 235百万円

リース資産減損勘定の取崩額 4  

減価償却費相当額 231 

減損損失 26 

    

(４)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっています。 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

  

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

  

未経過リース料 

１年内 90百万円

１年超 11 

合計 102 

１年内 5百万円

１年超 6 

合計 11 

    



（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日） 

(注)非上場株式には、時価評価されていない関連会社株式7百万円を含めています。 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成17年３月31日） 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(１)株式 12,391 17,364 4,973 

(２)債券 － － － 

(３)その他 － － － 

小計 12,391 17,364 4,973 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(１)株式 227 206 △21 

(２)債券 － － － 

(３)その他 － － － 

小計 227 206 △21 

合計 12,618 17,570 4,952 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

1,161  882  18 

その他有価証券   

非上場株式 2,209百万円

  
１年以内
（百万円） 

 
１年超５年以内
（百万円） 

 
合計 

（百万円） 

(１)債券       

国債・地方債等  －  －  － 

社債  －  －  － 

その他  －  －  － 

(２)その他  28  89  117 

合計  28  89  117 



Ⅱ 当連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

(注)非上場株式には、時価評価されていない関連会社株式20百万円を含めています。 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成18年３月31日） 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(１)株式 14,366 29,050 14,684 

(２)債券 － － － 

(３)その他 － － － 

小計 14,366 29,050 14,684 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(１)株式 501 500 △1 

(２)債券 － － － 

(３)その他 － － － 

小計 501 500 △1 

合計 14,867 29,550 14,682 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

258  201  － 

満期保有目的の債券   

 社債 4百万円

その他有価証券   

非上場株式 2,267  

  
１年以内 
（百万円） 

 
１年超５年以内
（百万円） 

 
５年超10年以内 
（百万円） 

 
合計 

（百万円） 

(１)債券         

国債・地方債等  －  －  －  － 

社債  －  －  4  4 

その他  －  －  －  － 

(２)その他  75  －  －  75 

合計  75  －  4  79 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(１)取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利オ

プション取引・金利スワップ取引です。また、一部

の連結子会社は金利スワップ取引を利用していま

す。 

  

(１)取引の内容 

  同 左 

(２)取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、通常業務を遂行する上で発

生する金利変動リスクを回避するために利用してお

り、短期的な売買差益の獲得を目的としたトレーデ

ィングは行わない方針です。 

(２)取引に対する取組方針 

同 左 

(３)取引の利用目的 

 金利オプション取引・金利スワップ取引は借入金

利等の変動リスクを回避するために利用していま

す。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っています。ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘ

ッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法に

ついては「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」に記載のとおりです。 

(３)取引の利用目的 

同 左 

(４)取引に係るリスク内容 

 金利オプション取引・金利スワップ取引は市場金

利の変動によるリスクを有しています。なお、デリ

バティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国

内の銀行及び証券会社であるため、相手方の契約不

履行によるリスクは極めて少ないものと判断してい

ます。 

(４)取引に係るリスク内容 

同 左 

(５)取引に係るリスク管理体制 

 当社では、デリバティブ取引の執行・管理につい

ては、取引の取扱いを定めた内部規定に基づいて行

っています。取引の執行は、経理部長の下で、経理

部財務グループリーダーの起案により、稟議決裁を

得て行われます。取引内容の確認及び損益の管理

は、経理部長の下で、経理部経理グループリーダー

が行います。取引の状況については、四半期毎に管

理本部長に報告され、さらに半期毎に経営会議に報

告されます。一部の連結子会社も当社のリスク管理

体制に準じて、デリバティブ取引の執行・管理を行

っています。 

(５)取引に係るリスク管理体制 

同 左 

 



２．取引の時価等に関する事項 

金利関連 

        Ⅰ 前連結会計年度（平成17年３月31日） 

 (注)１．時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しています。 

 ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いています。 

 ３．評価損益の金額は、連結損益計算書に計上済みです。 

  

     Ⅱ 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

       期末残高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(６)取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 「取引の時価等に関する事項」における「契約額

等」の金額は、あくまでもデリバティブ取引におけ

る名目的な契約額又は計算上の想定元本であり、当

該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを

表すものではありません。 

(６)         ──────────── 

  

区分 取引の種類 
契約額等 
(百万円) 

うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の取引 

オプション取引     

キャップ     

買 建 5,000 - 0 △2

合計 5,000 - 0 △2



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として、規約型企業年金制度・退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けていま

す。また、連結子会社においても、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び厚生年金基金制度（一部の

子会社）を設けています。当社及び一部の連結子会社の加入する厚生年金基金（代行部分を含む）はいずれも

総合設立方式であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、年金基金

への要拠出額を退職給付費用として計上しています。 

 その他、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 当社においては、昭和58年４月１日より従来の退職金の一部を適格退職年金に移行し、昭和63年４月１日

に、同日設立の全国建設厚生年金基金に加入しています。また、平成15年４月１日より従来の適格退職年金制

度を規約型企業年金制度に移行するとともに、規約型企業年金及び退職一時金については混合型（キャッシ

ュ・バランス）制度を導入しています。 

２．退職給付債務に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

① 退職給付債務 19,100百万円 18,953百万円 

② 年金資産 6,462 7,958 

③ 未認識数理計算上の差異 4,315 2,551 

④ 退職給付引当金（①－②－③） 8,322 8,443 

前連結会計年度（平成17年３月31日）  当連結会計年度（平成18年３月31日） 

(注)１．当社の加入する厚生年金基金及び一部の連結子会

社の加入する厚生年金基金について、平成17年３

月31日現在の加入員数割合により計算した年金資

産の額はそれぞれ6,876百万円、281百万円です。

 (注)１．当社の加入する厚生年金基金及び一部の連結子会

社の加入する厚生年金基金について、平成18年３

月31日現在の加入員数割合により計算した年金資

産の額はそれぞれ8,199百万円、325百万円です。

２．臨時に支払う割増退職金は含めていません。  ２．同 左 

３．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しています。 

 ３．同 左 

   



３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

① 勤務費用 676百万円 630百万円 

② 利息費用 374 377 

③ 期待運用収益（減算） 149 161 

④ 過去勤務債務償却額 － － 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 622 623 

⑥ 厚生年金基金拠出額 284 442 

⑦ 退職給付費用 

（①＋②－③＋④＋⑤＋⑥） 
1,808 1,912 

前連結会計年度（平成17年３月31日）  当連結会計年度（平成18年３月31日） 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、① 勤務費用に計上しています。 

 （注）同 左 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

割引率 2.0％   2.0％ 

期待運用収益率 2.5％   2.5％ 

過去勤務債務の額の処理年数 発生時に一括償却しています。 同 左 

数理計算上の差異の処理年数 10年  10年 

  各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理していま

す。 

同 左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

たな卸資産有税評価減 4,072百万円

退職給付引当金損金算入限度超過
額 

3,171 

繰越欠損金  2,483 

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,685 

偶発損失引当金 850 

進行基準決算損 576 

投資有価証券有税評価減 563 

その他 2,221 

繰延税金資産小計 15,624 

評価性引当額 △128 

繰延税金資産合計 15,496 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △2,009 

その他 △1 

繰延税金負債合計 △2,011 

繰延税金資産の純額 13,484 

繰延税金資産   

退職給付引当金 3,428百万円

たな卸資産有税評価減 3,353 

繰越欠損金  1,708 

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,485 

偶発損失引当金 733 

進行基準決算損 689 

投資有価証券有税評価減 464 

未払金否認 458 

その他 2,226 

繰延税金資産小計 14,549 

評価性引当額 △614 

繰延税金資産合計 13,934 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △5,961 

その他 △1 

繰延税金負債合計 △5,962 

繰延税金資産の純額 7,972 

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税金等調整前当期純損失となったため、記載してい

ません。 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）  

 交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
  5.6 

 受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△1.0 

 住民税均等割等   4.8 

 評価性引当額の増減   6.8 

 連結調整等 △1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
 55.2 

    

    



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月1日  至 平成17年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

建設事業 ：土木・建築その他建設工事全般 

不動産事業：不動産の売買及び賃貸他不動産全般 

その他事業：ゴルフ場等に関する事業 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は71,445百万円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれています。 

  

  

  

 
建設事業 
（百万円） 

不動産事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売

上高 
168,662 4,932 2,195 175,790 － 175,790 

(2)セグメント間の内部

売上高 
41 543 15,699 16,284 (16,284) － 

計 168,704 5,475 17,895 192,075 (16,284) 175,790 

営業費用 163,479 5,344 17,800 186,624 (16,288) 170,336 

営業損益 5,224 130 95 5,450  (   △3) 5,454 

Ⅱ 資産、減価償却費及

び資本的支出 
      

資産 94,522 22,546 10,965 128,034 65,734 193,768 

減価償却費 308 281 244 834 30 865 

資本的支出 139 51 47 238 9 248 



当連結会計年度（自 平成17年４月1日  至 平成18年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

建設事業 ：土木・建築その他建設工事全般 

不動産事業：不動産の売買及び賃貸他不動産全般 

その他事業：ゴルフ場等に関する事業 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は69,936百万円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれています。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度の全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略していま

す。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度の海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略

しています。 

 
建設事業 
（百万円） 

不動産事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売

上高 
189,731 2,805 2,040 194,577 － 194,577 

(2)セグメント間の内部

売上高 
74 463 16,964 17,502 (17,502) － 

計 189,805 3,268 19,005 212,079 (17,502) 194,577 

営業費用 186,168 2,736 18,890 207,795 (17,509) 190,285 

営業損益 3,637 532 114 4,284 (   △7) 4,291 

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 

      

資産 104,019 19,721 10,782 134,523 63,915 198,439 

減価償却費 267 247 149 664 25 689 

減損損失 14 474 62 550 － 550 

資本的支出 117 61 27 205 29 234 



【関連当事者との取引】 

Ⅰ 前連結会計年度（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 取引金額その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっています。 

Ⅱ 当連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 取引金額その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっています。 

親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の
被所有割合

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

法人主
要株主 

東日本旅客
鉄道㈱ 

東京都
渋谷区 

200,000 運輸業 

駅スペース活
用事業 

ショッピン
グ・オフィス
事業 

その他事業 

直接 

10.2％ 

転籍 

２名 

建設工事
の請負 

完成工事高 45,940 完成工事
未収入金 

22,133 

未成工事
受入金 

849 

親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の
被所有割合

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

法人主
要株主 

東日本旅客
鉄道㈱ 

東京都
渋谷区 

200,000 運輸業 

駅スペース活
用事業 

ショッピン
グ・オフィス
事業 

その他事業 

直接 

10.2％ 

転籍 

２名 

建設工事
の請負 

完成工事高 55,356 完成工事
未収入金 

25,892 

未成工事
受入金 

709 



（１株当たり情報） 

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載していません。 

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

です。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 234.54円

１株当たり当期純利益金額 6.98円

１株当たり純資産額 278.11円

１株当たり当期純利益金額 9.12円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 9.08円

  

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 １株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 1,088 1,427 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,088 1,427 

普通株式の期中平均株式数（千株） 155,886 156,449 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － 40 

（うち支払利息（税額相当額控除後））

（百万円） 
－ 39 

（うち事務手数料（税額相当額控除後））

（百万円） 
－ 1 

普通株式増加数（千株） － 5,241 

（うち転換社債）（千株） － 5,241 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 第３回無担保転換社債（額面総

額4,728百万円）。概要は、「社債

明細表」に記載のとおりです。 

─────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）１．無担保転換社債に関する記載は次のとおりです。 

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

        ３．当連結会計年度末残高の（ ）内の金額は、１年内に償還が予定されている社債です。 

会社名 銘柄 発行年月日
前連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度末残高
（百万円）

利率 
（％） 

担保 償還期限 

鉄建建設株式会社 
第３回無担保 
転換社債（注１） 

平成６年 
２月３日 

4,728 4,728 年 1.4 なし 
平成21年
３月31日 

鉄建建設株式会社 
第１回 
無担保社債 

平成17年 
３月24日 

1,000 1,000 年 1.32 なし 
平成22年
３月24日 

鉄建建設株式会社 
第２回 
無担保社債 

平成17年 
３月25日 

1,000 1,000 年 1.29 なし 
平成22年
３月24日 

鉄建建設株式会社 
第３回 
無担保社債 

平成17年 
３月30日 

2,000 2,000 年 0.94 なし 
平成22年
３月30日 

鉄建建設株式会社 
第４回 
無担保社債 

平成17年 
３月25日 

2,000 2,000 年 1.335  なし 
平成22年
３月25日 

鉄建建設株式会社 
第５回 
無担保社債 

平成17年 
９月15日 

－ 1,000 年 1.300  なし 
平成22年
９月15日 

鉄建建設株式会社 
第６回 
無担保社債 

平成17年 
９月15日 

－ 
900 

(200)
年 1.040  なし 

平成22年
９月15日 

鉄建建設株式会社 
第７回 
無担保社債 

平成17年 
９月15日 

－ 1,000 年 0.890  なし 
平成22年
９月15日 

鉄建建設株式会社 
第８回 
無担保社債 

平成17年 
９月15日 

－ 
900 

(200)
年 0.680  なし 

平成22年
９月15日 

鉄建建設株式会社 
第９回 
無担保社債 

平成17年 
９月15日 

－ 
900 

(200)
年 0.985  なし 

平成22年
９月15日 

合計 － － 10,728 15,428 － － － 

銘柄 転換請求期間 
転換価格 
（円） 

発行株式 
資本組入額 
（円／株） 

第３回 
自 平成６年３月１日 
至 平成21年３月30日 

902 当社普通株式 451 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

600 600 5,328 6,600 2,300 



【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、連結会計年度末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りです。 

(２)【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前連結会計 
年度末残高 
（百万円） 

当連結会計 
年度末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 37,100 35,320 0.9 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 12,004 3,344 1.6 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 6,486 5,723 1.7 
平成19年から  

平成30年  

その他の有利子負債 － － － － 

合計 55,591 44,388 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 2,711 1,471 807 398 



２【財務諸表等】 

(１)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金預金 ※３  42,523   33,270  

２ 受取手形   3,282   4,997  

３ 完成工事未収入金   64,137   74,400  

４ 兼業事業未収入金   88   95  

５ 有価証券   28   75  

６ 販売用不動産   4,458   3,521  

７ 未成工事支出金   8,412   6,915  

８ 兼業事業支出金   2,223   1,735  

９ 材料貯蔵品   658   520  

10  短期貸付金   204   －  

11 繰延税金資産   7,487   6,316  

12 未収入金   1,445   1,416  

13 その他流動資産   1,614   1,777  

貸倒引当金   △381   △349  

流動資産合計   136,182 73.9  134,695 71.1 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物 ※３ 12,484   11,906   

減価償却累計額  △5,623 6,861  △5,811 6,095  

(2）構築物 ※３ 623   618   

減価償却累計額  △454 169  △465 153  

(3）機械装置  658   614   

減価償却累計額  △622 36  △609 5  

(4）車両運搬具  13   2   

減価償却累計額  △4 8  △2 －  

(5）工具器具・備品  948   915   

減価償却累計額  △858 90  △830 85  

(6）土地 
※２ 
※３ 

 12,190   12,104  

有形固定資産合計   19,356 10.5  18,442 9.7 

        

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

２ 無形固定資産   117 0.1  127 0.1 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※３  19,856   31,792  

(2）関係会社株式  ※３  208   295  

(3）長期貸付金 ※３  733   609  

(4) 従業員に対する長期
貸付金 

   －   36  

(5) 関係会社長期貸付金 ※３  －   25  

(6）破産債権、更生債権
等 

  4,411   3,468  

(7）長期前払費用   43   31  

(8）繰延税金資産   5,914   1,495  

 (9）その他投資等   1,638   1,825  

貸倒引当金   △4,274   △3,447  

投資その他の資産合計   28,533 15.5  36,134 19.1 

固定資産合計   48,006 26.1  54,704 28.9 

資産合計   184,189 100.0  189,400 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形 ※１  19,959   19,740  

２ 工事未払金 ※１  34,198   37,748  

３ 短期借入金 ※３  47,410   37,404  

４ 社債（１年以内償還予
定） 

   －   600  

５ 未払金   923   2,191  

６ 未払法人税等   259   249  

７ 未成工事受入金   7,559   6,525  

８ 兼業事業受入金   51   50  

９ 預り金   5,209   5,888  

10 完成工事補償引当金   310   416  

11 賞与引当金   800   804  

12 偶発損失引当金   776   911  

13 工事損失引当金    143   40  

14 その他流動負債   843   1,302  

流動負債合計   118,446 64.3  113,873 60.1 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債     6,000   10,100  

２ 転換社債 ※７  4,728   4,728  

３ 長期借入金 ※３  5,906   5,635  

４ 再評価に係る繰延税金
負債 

※２  3,580   3,578  

５ 退職給付引当金   8,228   8,364  

６ 役員退職慰労引当金   173   －  

７ 偶発損失引当金   847   424  

８ 関係会社事業損失引当
金 

  471   471  

９ その他固定負債   －   22  

固定負債合計   29,935 16.3  33,325 17.6 

負債合計   148,382 80.6  147,199 77.7 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  18,293 9.9  18,293 9.7 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  5,289   5,289   

資本剰余金合計   5,289 2.8  5,289 2.8 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  80   80   

２ 任意積立金        

(1）別途積立金  6,100   6,100   

３ 当期未処分利益  2,611   2,589   

利益剰余金合計   8,791 4.8  8,769 4.6 

Ⅳ 土地再評価差額金 
※２ 
※７ 

 517 0.3  1,166 0.6 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  2,940 1.6  8,719 4.6 

Ⅵ 自己株式 ※６  △26 △0.0  △37 △0.0 

資本合計   35,806 19.4  42,200 22.3 

負債・資本合計   184,189 100.0  189,400 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１ 完成工事高  167,427   188,175   

２ 兼業事業売上高  5,216 172,644 100.0 3,045 191,221 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１ 完成工事原価  151,781   173,852   

２ 兼業事業売上原価  5,093 156,875 90.9 2,548 176,401 92.2 

売上総利益        

完成工事総利益  15,645   14,322   

兼業事業総利益  123 15,768 9.1 497 14,820 7.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１       

１ 役員報酬  201   226   

２ 従業員給料手当  5,061   5,349   

３ 賞与引当金繰入額  307   316   

４ 退職給付費用  741   669   

５ 役員退職慰労金   0   －   

６ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 56   －   

７ 法定福利費  576   675   

８ 福利厚生費  560   610   

９ 修繕維持費  24   30   

10 事務用品費  138   136   

11 通信交通費  776   780   

12 動力用水光熱費  67   65   

13 調査研究費  293   287   

14 広告宣伝費  43   47   

15 貸倒損失  8   39   

16 交際費  199   196   

17 寄付金  31   34   

18 地代家賃  444   429   

19 減価償却費  136   119   

20 租税公課  247   308   

21 保険料  13   13   

22 雑費  769 10,699 6.2 673 11,010 5.8 

営業利益   5,069 2.9  3,809 2.0 

        

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  51   37   

２ 有価証券利息  ―   0   

３ 受取配当金   192   232   

４ 有価証券売却益  ―   24   

５ 団体保険配当金  82   101   

６ 為替差益  81   98   

７ 団体保険金   52   62   

８ その他  72 532 0.3 65 623 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  846   615   

２ 社債利息  67   165   

３ その他  141 1,055 0.6 118 899 0.5 

経常利益   4,547 2.6  3,533 1.8 

Ⅵ 特別利益        

１ 前期損益修正益 ※２ 25   94   

２ 投資有価証券売却益  878   201   

３ 貸倒引当金戻入額   140   146   

４ 偶発損失引当金戻入額  －   65   

５ その他特別利益 ※３ 15 1,060 0.6 24 532 0.3 

        

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損 ※４ 912   －   

２ ゴルフ会員権売却損  23   －   

３ 固定資産評価損  ※５ 926   －   

４ ゴルフ会員権評価損  8   －   

５ 投資有価証券評価損  19   －   

６ 貸倒引当金繰入額  110   －   

７ 貸倒損失  14   －   

８ 販売用不動産・兼業事
業支出金評価損 

 1,050   －   

９ 関係会社整理損  ※７ 1,756   －   

10 事業所廃止損  ※８ 909   －   

11 減損損失 ※９ －   550   

12  偶発損失引当金繰入額   441   294   

13 違約損害金   －   192   

14 その他特別損失 ※６ 313 6,488 3.7 215 1,251 0.7 

税引前当期純利益   － －  2,813 1.4 

税引前当期純損失   881 △0.5  － － 

法人税、住民税及び事
業税 

 172   158   

法人税等調整額  △1,992 △1,820 △1.0 1,638 1,796 0.9 

当期純利益   939 0.5  1,017 0.5 

前期繰越利益   1,004   2,220  

土地再評価差額金取崩
額 

  668   △649  

当期未処分利益   2,611   2,589  

        



完成工事原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算です。 

兼業事業売上原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算です。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

Ⅰ 材料費   24,931 16.4  29,101 16.7 

Ⅱ 労務費   1,366 0.9  1,804 1.0 

（うち労務外注費）   (1,175) (0.8) (1,590) (0.9)

Ⅲ 外注費   106,937 70.5  123,361 71.0 

Ⅳ 経費   18,545 12.2  19,585 11.3 

（うち人件費）   (10,191) (6.7) (10,716) (6.2)

計   151,781 100.0  173,852 100.0 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

Ⅰ 不動産事業        

１ 不動産取得費   3,386 66.5  1,289 50.6 

２ 工事費   260 5.1  523 20.6 

３ 経費   1,186 23.3  439 17.2 

小計   4,833 94.9  2,252 88.4 

Ⅱ その他（砕石事業等）   259 5.1  296 11.6 

計   5,093 100.0  2,548 100.0 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（平成17年６月29日株主総会決議） 
当事業年度 

（平成18年６月29日株主総会決議） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   2,611  2,589 

Ⅱ 利益処分額      

  株主配当金   391  391

（１株につき）  
（普通配当 

 ２円50銭） 
 

（普通配当 
   ２円50銭） 

 

Ⅲ 次期繰越利益   2,220  2,198 

      



重要な会計方針 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(１)満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

(１)満期保有目的債券 

同 左 

 (２)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(２)子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

 (３)その他有価証券 

①時価のあるもの 

 事業年度末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(３)その他有価証券 

①時価のあるもの 

同 左 

 ②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②時価のないもの 

同 左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同 左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

販売用不動産  個別法による原価法 

未成工事支出金 個別法による原価法 

兼業事業支出金 個別法による原価法 

材料貯蔵品   移動平均法による原
価法 

同 左 

同 左 

同 左 

同 左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(１)有形固定資産 

 定率法によっています。 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によってい

ます。 

 なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっています。 

(１)有形固定資産 

同 左 

 (２)無形固定資産 

 定額法によっています。 

 なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっています。 

 ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。 

(２)無形固定資産 

同 左 

５．繰延資産の処理方法      社債発行費 

 支出時に全額費用処理していま

す。  

    社債発行費 

    同 左  

 



 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しています。 

(１)貸倒引当金 

同 左 

 (２)完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用に

備えるため、当事業年度の完成工事

高（進行基準工事を含む）に対する

将来の見積補償額に基づいて計上し

ています。 

(２)完成工事補償引当金 

同 左 

 (３)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額基準により計上して

います。 

(３)賞与引当金 

同 左 

 (４)工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当事業年度末手持工事のう

ち損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積もることがで

きる工事について、損失見込額を計

上しています。   

 (４)工事損失引当金 

 同 左 

 (５)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しています。 

 過去勤務債務は発生時に一括償却

しています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しています。 

(５)退職給付引当金 

 同 左 

  

  

 



 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (６)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

て、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しています。 

(６)役員退職慰労引当金 

──────────── 

  

  

（追加情報） 

 平成17年３月に役員退職慰労金制

度に係る内規を廃止し、平成17年６

月29日開催の定時株主総会において

慰労金の打切り支給議案が承認可決

されました。これにより、当事業年

度において「役員退職慰労引当金」

を全額取崩し、役員退任時の支給額

に対応する未払い分については、流

動負債の「未払金」に含めて表示し

ています。 

 (７)偶発損失引当金 

 債務保証等に伴い発生する損失に

備えるため、契約条件及び債務保証

先の財政状態等を個別に検討し、損

失負担見込額を計上しています。 

(７)偶発損失引当金 

同 左 

 (８)関係会社事業損失引当金 

 関係会社の事業の損失に備えるた

め、関係会社に対する投資金額を超

えて当社が負担することとなる損失

見込額を計上しています。 

(８)関係会社事業損失引当金 

同 左 

７．完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準

によっていますが、工期12か月以上、

請負金額１億円以上の国内工事及び工

期12か月以上、請負金額10億円以上の

海外工事については工事進行基準によ

っています。 

 なお、工事進行基準によった完成工

事高は110,716百万円です。 

  

同 左 

 なお、工事進行基準によった完成工

事高は119,367百万円です。 

   

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。 

同 左 

 



 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

９．ヘッジ会計の方法 (１)ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについて、特例処理を採用して

います。 

(１)ヘッジ会計の方法 

同 左 

 (２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（金利スワッ

プ） 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

同 左 

 ②ヘッジ対象 

 相場変動による損失の可能性があ

り、相場変動が評価に反映されてい

ないもの及びキャッシュ・フローが

固定され、その変動が回避されるも

の 

②ヘッジ対象 

同 左 

 (３)ヘッジ方針 

 当社の内部規定である「金融市場

リスク管理方針」に基づき、相場変

動及び金利変動をヘッジしていま

す。 

 なお、主なリスクとして借入金の

金利変動をヘッジしています。 

(３)ヘッジ方針 

同 左 

 (４)ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理を採用し

ているため、ヘッジ有効性評価は省

略しています。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項  

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当する

額の会計処理は、税抜方式によって

います。 

消費税等の会計処理 

同 左 

     



会計処理の変更 

 前事業年度 

 （自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

 当事業年度 

 （自 平成17年４月１日 

   至 平成18年３月31日） 

────────────   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しています。 

 これにより税引前当期純利益は550百万円減少してい

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除していま

す。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）により、証券取引法第２条第２項におい

て、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への

出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、前

事業年度まで「その他投資等」に含めていた投資事業

組合への出資金を、当事業年度より「有価証券」及び

「投資有価証券」に計上しています。この変更によ

り、「有価証券」は28百万円、「投資有価証券」は89

百万円増加し、「その他投資等」は117百万円減少して

います。 

 なお、前事業年度において「その他投資等」に含ま

れていた投資事業組合への出資金は、127百万円です。 

──────────── 

────────────   「短期貸付金」 

  前事業年度において流動資産に区分掲記していまし

た「短期貸付金」については、当事業年度は総資産の

100分の１以下であるため、流動資産の「その他流動資

産」に含めて表示することとしました。 

 なお、当事業年度の「短期貸付金」は、4百万円で

す。  

「長期保証金」  

 前事業年度において投資その他の資産に区分掲記し

ていました「長期保証金」については、当事業年度は

総資産の100分の１以下であるため、投資その他の資産

の「その他投資等」に含めて表示することとしまし

た。 

 なお、当事業年度の「長期保証金」は、1,494百万円

です。 

──────────── 

  

「関係会社長期保証金」  

 前事業年度において投資その他の資産に区分掲記し

ていました「関係会社長期保証金」については、当事

業年度は総資産の100分の１以下であるため、投資その

他の資産の「その他投資等」に含めて表示することと

しました。 

 なお、当事業年度の「関係会社長期保証金」は、34

百万円です。 

──────────── 

  

「貸倒引当金戻入額」  

 「貸倒引当金戻入額」については、前事業年度にお

いて特別利益の「前期損益修正益」に含めて表示して

いましたが、特別利益総額の100分の10を超えることと

なったため、当事業年度から区分掲記することとしま

した。 

 なお、前事業年度の「貸倒引当金戻入額」は、22百

万円です。 

──────────── 

  

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

「固定資産評価損」  

 「固定資産評価損」については、前事業年度におい

て特別損失の「その他特別損失」に含めて表示してい

ましたが、特別損失総額の100分の10を超えることとな

ったため、当事業年度から区分掲記することとしまし

た。 

 なお、前事業年度の「固定資産評価損」は、279百万

円です。 

──────────── 

  

  ──────────── 

  

「販売用不動産・兼業事業支出金評価損」  

 前事業年度において特別損失に区分掲記していまし

た「販売用不動産・兼業事業支出金評価損」について

は、当事業年度は特別損失総額の100分の10以下であ

るため、特別損失の「その他特別損失」に含めて表示

することとしました。 

 なお、当事業年度の「販売用不動産・兼業事業支出

金評価損」は、106百万円です。  

  ────────────  

  

 「ゴルフ会員権評価損」  

 前事業年度において特別損失に区分掲記していまし

た「ゴルフ会員権評価損」については、当事業年度は

特別損失総額の100分の10以下であるため、特別損失

の「その他特別損失」に含めて表示することとしまし

た。 

 なお、当事業年度の「ゴルフ会員権評価損」は、12

百万円です。  

   ──────────── 

  

 「貸倒損失」  

 前事業年度において特別損失に区分掲記していまし

た「貸倒損失」については、当事業年度は特別損失総

額の100分の10以下であるため、特別損失の「その他

特別損失」に含めて表示することとしました。 

 なお、当事業年度の「貸倒損失」は、15百万円で

す。  



追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（有形固定資産の保有目的の変更） 

 当事業年度において有形固定資産として従来保有し

ていた建物・構築物（帳簿価額927百万円）、土地（帳

簿価額2,527百万円）について、保有目的の変更に伴い

評価損（「固定資産評価損」926百万円、「事業所廃止

損」611百万円）控除後の金額を流動資産の「販売用不

動産」及び「兼業事業支出金」に振り替えています。 

──────────── 

  

  

  

  

  

  

──────────── 

  

  

（仕入等代金支払方法の変更）  

 当事業年度より、一部の仕入先への支払方法を手形

払いから一括支払信託方式に変更しました。これによ

り従来の方式によった場合に比べ、支払手形が434百万

円減少し、未払金が同額増加しています。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．関係会社に対する債権・債務 ※１．関係会社に対する債権・債務 

支払手形 2,011百万円

工事未払金 3,838 

支払手形 1,957百万円

工事未払金 4,232 

    

※２．土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しています。 

※２．土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として資本の部に計上しています。 

・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第４

号に定める路線価及び路線価のない土地は第２

条第３号に定める固定資産税評価額に基づい

て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って

算出しています。 

・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第４

号に定める路線価及び路線価のない土地は第２

条第３号に定める固定資産税評価額に基づい

て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って

算出しています。 

・再評価を行った年月日   平成12年３月31日 ・再評価を行った年月日   平成12年３月31日 

・再評価を行った土地の当事業年度末における時

価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との

差額 

     4,037百万円 

  

・再評価を行った土地の当事業年度末における時

価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との

差額 

          4,303百万円 

  

※３．担保に供している資産 

(１) 下記の資産は、長期借入金4,166百万円及び短期

借入金（長期借入金よりの振替分）1,830百万円の

担保に供しています。 

※３．担保に供している資産 

(１) 下記の資産は、長期借入金4,473百万円及び短期

借入金（長期借入金よりの振替分）1,892百万円の

担保に供しています。 

建物 1,215百万円

構築物 16 

土地 663 

投資有価証券 8,866 

  計 10,762 

建物 1,163百万円

構築物 15 

土地 663 

投資有価証券 12,988 

  計 14,830 

(２) 下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ

差入れています。 

(２) 下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ

差入れています。 

現金預金 383百万円

投資有価証券 32 

  計 416 

現金預金 278百万円

投資有価証券 28 

  計 307 

(３) 下記の資産は子会社等の借入金等の担保に供し

ています。 

(３) 下記の資産は関連会社等の借入金等の担保に供

しています。 

土地 430百万円

投資有価証券  2 

長期貸付金  50 

  計 483 

投資有価証券  2百万円

関係会社株式 11  

長期貸付金 50  

関係会社長期貸付金  13 

  計 77 

    

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

 ４．偶発債務 

（１）下記の会社等の金融機関借入金等について保証

（保証予約を含む）を行っています。 

 ４．偶発債務 

（１）下記の会社等の金融機関借入金等について保証

を行っています。 

① 借入金保証   

テッケン興産㈱ 494百万円

㈱魚九 135 

当社従業員 53 

その他５件 178 

計 860 

① 借入金保証   

㈱魚九 60百万円

当社従業員 32 

その他４件 147 

計 241 

② 住宅分譲手付金等保証   

ダイア建設㈱ 43百万円

その他２件 11 

計 54 

合計 915 

② 住宅分譲手付金等保証   

ダイア建設㈱ 357百万円

日神不動産㈱ 3 

計 360 

合計 602 

（２）当社の関連会社である墨田コートハウスサービ

ス㈱が保険会社と締結した、東京簡易裁判所墨田

分室庁舎整備等事業に関する履行保証保険契約に

基づく履行保証保険金額に係る求償を受けた場

合、その求償額171百万円に対して連帯保証債務を

負っています。 

  

（２）ＰＦＩ事業に係る履行保証保険契約に対する保

証債務 

墨田コートハウスサービス㈱   171百万円

八千代ゆりのき台ＰＦＩ㈱ 99  

    合計 270  

  

※５．授権株式数及び発行済株式総数  

授権株式数    普通株式 298,476,000株

発行済株式総数  普通株式 156,689,563株

※５．授権株式数及び発行済株式総数  

授権株式数    普通株式 298,476,000株

発行済株式総数  普通株式 156,689,563株

    

※６．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

213,195株です。 

※６．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

261,991株です。 

    

※７．配当制限 

（１）第３回無担保転換社債募集委託契約により次の

とおり配当制限を受けています。 

   本社債の未償還残高が存する限り、本社債の払

込期日の属する決算期以降の配当累計額が、法人

税及び住民税控除後の経常損益（財務諸表等規則

による）累計額に45億円を加えた額を超えること

となるような配当を行いません。 

   なお、商法第293条の５第１項に基づき、中間配

当制度を設けるための定款変更をした場合におい

て、上記にいう配当には、中間配当を含むものと

します。この場合、中間配当は各直前決算期の配

当とみなします。 

※７．配当制限 

（１）同 左 

（２）土地再評価差額金（517百万円）は、土地の再評

価に関する法律第７条の２第１項の規定により、

配当に充当することが制限されています。 

（２）土地再評価差額金（1,166百万円）は、土地の再

評価に関する法律第７条の２第１項の規定によ

り、配当に充当することが制限されています。 

（３）商法施行規則第124条第３号の規定により、純資

産額のうち配当制限を受ける額は2,940百万円で

す。 

（３）商法施行規則第124条第３号の規定により、純資

産額のうち配当制限を受ける額は8,719百万円で

す。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は670百万円で

す。 

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は609百万円で

す。 

    

※２．前期損益修正益の内容 ※２．前期損益修正益の内容 

償却済債権取立額 20百万円

その他 5 

合計 25 

償却済債権取立額 47百万円

未払金戻入額 23  

過年度事業所閉鎖損戻入額 18  

その他 4 

合計 94 

    

※３．その他特別利益の内容 ※３．    ──────────── 

ゴルフ会員権売却益 11百万円

その他 3 

合計 15 

 

※４．固定資産売却損の内容 ※４．    ──────────── 

土地 912百万円

うち関係会社への土地売却損  851百万円

 

    

※５．固定資産評価損の内容 ※５．    ──────────── 

建物  179百万円

土地 747 

合計 926 

 

    

※６．その他特別損失の内容 ※６．その他特別損失の内容 

工事災害損失 276百万円

その他 37 

合計 313 

販売用不動産・兼業事業支出金評

価損 
106百万円

建物除却損 47  

その他 61 

合計 215 

    

※７．関係会社整理損について ※７．    ──────────── 

 当社の子会社であったジー・ケー開発㈱の、民

事再生計画の認可決定が平成17年１月５日に確定

したことによる損失です。内容は建物・構築物売

却損1,639百万円、その他117百万円です。 

  

※８．事業所廃止損について ※８．    ──────────── 

 機材センターの廃止に伴う損失です。内容は、

建物・構築物評価損450百万円、土地評価損160百

万円、固定資産除却損84百万円、建物解体費72百

万円、その他141百万円です。 

  

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※９．    ──────────── ※９．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産につい

て減損損失を計上しました。 

  

用途 場所 件数 種類 

不動産賃貸 東京都他 ６件 
建物、構築物、土

地 

その他 北海道他 ３件 
機械装置、リース

資産他 

   当社は、建設事業については各支店単位に、不

動産賃貸事業及びその他事業については個別物件

毎にグルーピングしています。 

 近年の予想し得ない不動産価格の下落及び賃料

相場の低迷並びに競争激化による収益性の低下等

により、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失550百万円として特

別損失に計上しています。 

 その内訳は、建物392百万円、土地86百万円、そ

の他71百万円です。 

 なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、路線価及び固定資産税評価額

等を基に評価しています。 

  



（リース取引関係） 

前事業年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び事業年度末残高相当額 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び事業年度末残高

相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

事業年度
末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 77 47 29

車両運搬具  52 26 25

工具器具・備品 330 180 149

無形固定資産 575 185 390

合計 1,035 440 595

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円) 

事業年度
末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 97 61 26 8

車両
運搬具  

54 27 － 26

工具器具
・備品 

312 206 － 105

無形固定
資産 

612 307 － 305

合計 1,076 603 26 446

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料事業年度

末残高が有形固定資産の事業年度末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しています。 

(注) 同 左 

(２)未経過リース料事業年度末残高相当額 (２)未経過リース料事業年度末残高相当額等 

１年内 216百万円

１年超 378 

合計 595 

      未経過リース料事業年度末残高相当額 

１年内 201百万円

１年超 266 

合計 468 

   

 リース資産減損勘定の事業年

度末残高 

22百万円

   

(注) 未経過リース料事業年度末残高相当額は、未

経過リース料事業年度末残高が有形固定資産の

事業年度末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しています。 

(注) 同 左 

(３)支払リース料及び減価償却費相当額 (３)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 221百万円

減価償却費相当額 221 

支払リース料 235百万円

リース資産減損勘定の取崩額 4  

減価償却費相当額 230 

減損損失 26 

    

(４)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっています。 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

 



前事業年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

  

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

  

    未経過リース料 

１年内 134百万円

１年超 11 

合計 146 

１年内 5百万円

１年超 6 

合計 11 

    



（有価証券関係） 

 前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

たな卸資産有税評価減 4,072百万円

退職給付引当金損金算入限度超過
額 

3,157 

繰越欠損金  2,483 

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,611 

偶発損失引当金 659 

進行基準決算損 576 

投資有価証券有税評価減 565 

その他 2,287 

繰延税金資産小計 15,414 

評価性引当額 △1 

繰延税金資産合計 15,412 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △2,009 

繰延税金負債合計 △2,009 

繰延税金資産の純額 13,402 

繰延税金資産   

退職給付引当金 3,396百万円

たな卸資産有税評価減 3,353 

繰越欠損金  1,708 

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,476 

進行基準決算損 689 

偶発損失引当金 542 

投資有価証券有税評価減 467 

未払金否認 446 

その他 2,292 

繰延税金資産小計 14,373 

評価性引当額 △601 

繰延税金資産合計 13,772 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △5,960 

繰延税金負債合計 △5,960 

繰延税金資産の純額 7,812 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税引前当期純損失となったため、記載していませ

ん。  

  

法定実効税率 40.6％ 

（調整）  

 交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
  6.3 

 受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△1.2 

 住民税均等割等  5.6 

 評価性引当額の増減  11.9 

 その他   0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
 63.8 



（１株当たり情報） 

（注）１．前事業年度及び当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載していません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 228.83円

１株当たり当期純利益金額 6.00円

１株当たり純資産額 269.78円

１株当たり当期純利益金額 6.50円

  

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 939 1,017 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 939 1,017 

普通株式の期中平均株式数（千株） 156,503 156,449 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 第３回無担保転換社債（額面総

額4,728百万円）。概要は、連結財

務諸表の「社債明細表」に記載の

とおりです。 

 同 左 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

          【その他】 

銘柄 
株式数 
（株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

東日本旅客鉄道株式会社 12,000 10,464 

東海旅客鉄道株式会社 4,200 4,872 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル

ープ 
1,924 3,464 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 2,483 2,391 

西日本旅客鉄道株式会社 2,990 1,486 

阪急ホールディングス株式会社 1,534,970 1,046 

株式会社みずほフィナンシャルグループ

(優先株式） 
1,000 1,000 

鹿島建設株式会社  1,200,000 882 

東鉄工業株式会社 1,100,000 793 

株式会社三井住友フィナンシャルグルー

プ  
548 713 

片倉工業株式会社 316,000 711 

株式会社ワタミ 275,000 500 

名工建設株式会社 509,061 305 

南海電気鉄道株式会社 500,000 215 

関西国際空港株式会社 4,220 211 

首都圏新都市鉄道株式会社 4,000 200 

日清紡績株式会社 150,000 197 

その他71銘柄 2,237,894 2,333 

小計 7,856,292 31,788 

計 7,856,292 31,788 

種類及び銘柄 
券面総額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
満期保有 

目的の債券 
志戸平温泉株式会社第１回社債  4 4 

計 4 4 

種類及び銘柄 
投資口数等 
（口） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券  
その他 

有価証券 
新光インベストメント７号投資事業組合  2 75 

計 2 75 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．有形固定資産の当事業年度における増加額及び減少額がいずれも当事業年度末における有形固定資産の総額の

100分の5以下であるため、「前事業年度末残高」「当事業年度増加額」及び「当事業年度減少額」の記載を省

略しました。 

２．無形固定資産の金額は資産の総額の100分の１以下であるため、「前事業年度末残高」「当事業年度増加額」

及び「当事業年度減少額」の記載を省略しました。 

資産の種類 
前事業年度
末残高 
（百万円） 

当事業年度
増加額 
（百万円） 

当事業年度
減少額 
（百万円） 

当事業年度
末残高 
（百万円） 

当事業年度
末減価償却
累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当事業年度
償却額 
（百万円） 

差引当事業
年度末残高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 － － － 11,906 5,811 330 6,095 

構築物 － － － 618 465 15 153 

機械装置 － － － 614 609 0 5 

車両運搬具 － － － 2 2 － － 

工具器具・備品 － － － 915 830 10 85 

土地 － － － 12,104 － － 12,104 

有形固定資産計 － － － 26,161 7,719 357 18,442 

無形固定資産        

特許権 － － － 57 33 11 24 

ソフトウェア － － － 56 23 7 32 

電話加入権 － － － 70 － － 70 

無形固定資産計 － － － 184 57 18 127 

長期前払費用 67 0 － 68 36 11 31 

繰延資産               

 社債発行費 － 86 － 86 86 86 － 

  繰延資産計 － 86 － 86 86 86 － 



【資本金等明細表】 

 （注）当事業年度末における自己株式数は261,991株です。 

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当事業年度減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額453百万円、対象債権の

回収等による取崩額136百万円です。 

 ２．完成工事補償引当金の当事業年度減少額（その他）は、洗替額2百万円です。 

３．偶発損失引当金の当事業年度減少額（その他）は、未使用引当金戻入額65百万円です。 

区分 
前事業年度末 
残高 

当事業年度 
増加額 

当事業年度 
減少額 

当事業年度末 
残高 

資本金（百万円） 18,293 － － 18,293 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（株）（注） (156,689,563) （     －） （     －） (156,689,563) 

普通株式（百万円） 18,293 － － 18,293 

計（株） (156,689,563) （     －） （    －） (156,689,563) 

計（百万円） 18,293 － － 18,293 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） 

株式払込剰余金（百万円） 
5,289 － － 5,289 

計（百万円） 5,289 － － 5,289 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金）（百万円） 80 － － 80 

（任意積立金） 

別途積立金（百万円） 
6,100 － － 6,100 

計（百万円） 6,180 － － 6,180 

区分 
前事業年度 
末残高 
（百万円） 

当事業年度 
増加額 
（百万円） 

当事業年度 
減少額 

（目的使用） 
（百万円） 

当事業年度 
減少額 
（その他） 
（百万円） 

当事業年度 
末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 4,656 447 716 （注１） 590 3,796 

完成工事補償引当金 310 416 307 （注２） 2 416 

賞与引当金 800 804 800  － 804 

工事損失引当金 143 － 103  － 40 

役員退職慰労引当金 173 － 173  － － 

偶発損失引当金 1,624 294 516 （注３） 65 1,336 

関係会社事業損失引当金 471 － －  － 471 



(２)【主な資産及び負債の内容】 

①資産の部 

イ．現金預金 

ロ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）決済月別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 82 

預金  

当座預金 349 

普通預金 26,992 

通知預金 1,380 

定期預金 4,465 

別段預金 0 

計 33,187 

合計 33,270 

相手先 金額（百万円） 

セントラル総合開発株式会社 1,211 

日神不動産株式会社 853 

ダイア建設株式会社 521 

株式会社ハローデイ 320 

株式会社ＮＩＰＰＯコーポレーション 227 

その他 1,863 

合計 4,997 

決済月 金額（百万円） 

平成18年４月 707 

５月 271 

６月 2,277 

７月 1,454 

８月 287 

９月以降 0 

合計 4,997 



ハ．完成工事未収入金・兼業事業未収入金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）滞留状況 

ニ．販売用不動産 

 （注） 上記の土地の面積及び主な地域別内訳は次のとおりです。 

完成工事未収入金 兼業事業未収入金 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

東日本旅客鉄道株式会社 25,892 東急リバブル株式会社 33 

国土交通省 2,922 墨田コートハウスサービス株式会社 22 

大和ハウス工業株式会社 2,770 みずかみ産業株式会社  6 

鹿島建設株式会社 2,437 八千代ゆりのき台ＰＦＩ株式会社 6 

中日本高速道路株式会社 2,360 アムス・インターナショナル株式会社  4 

その他 38,017 その他 22 

合計 74,400 合計 95 

計上時期 完成工事未収入金 兼業事業未収入金 

平成18年３月期計上額 71,727 91 

平成17年３月期以前計上額 2,672 4 

合計 74,400 95 

区分 金額（百万円） 

土地 3,459 

建物  61 

合計 3,521 

地域区分 面積（㎡） 金額（百万円） 

北海道地区 83,254 137 

東北地区 60,529 881 

関東地区 272,050 1,431 

中部地区 67,528 719 

近畿、中国、四国地区 4,439 98 

九州地区 9,751 190 

合計 497,554 3,459 



ホ．未成工事支出金 

 当事業年度末残高の内訳は次のとおりです。 

ヘ．兼業事業支出金 

 （注） 上記の土地の面積及び主な地域別内訳は次のとおりです。 

ト．材料貯蔵品 

前事業年度末残高 
（百万円） 

当事業年度支出額 
（百万円） 

完成工事原価への振替額 
（百万円） 

当事業年度末残高 
（百万円） 

8,412 172,354 173,852 6,915 

材料費 1,011百万円 

労務費 106 

外注費 4,460 

経費 1,337 

合計 6,915 

区分 金額（百万円） 

土地 1,434 

建物 297 

その他 3 

合計 1,735 

地域区分 面積（㎡） 金額（百万円） 

北海道地区  27,025 1,079 

関東地区  84 24 

近畿、中国、四国地区 7,154 330 

合計 34,264 1,434 

区分 金額（百万円） 

鉄材類 262 

石・骨材類 164 

部品類 38 

セメント類 32 

その他 22 

合計 520 



②負債の部 

イ．支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）決済月別内訳 

ロ．工事未払金 

相手先 金額（百万円） 

テッケン興産株式会社 1,847 

上原成商事株式会社 667 

ジェコス株式会社 402 

宮地建設工業株式会社 310 

東急建設株式会社 261 

その他 16,250 

合計 19,740 

決済月 金額（百万円） 

平成18年４月 4,549 

５月 5,536 

６月 4,968 

７月  4,679 

８月以降 7 

合計 19,740 

相手先 金額（百万円） 

テッケン興産株式会社 3,822 

鹿島建設株式会社 1,199 

株式会社錢高組 603 

株式会社ジェイテック 520 

三洋建設株式会社 459 

その他 31,141 

合計 37,748 



ハ．短期借入金 

ニ．未成工事受入金 

 （注） 完成工事高188,175百万円とこれに係る消費税等9,144百万円との合計額197,319百万円と上記完成工事高への

振替額125,591百万円との差額は、完成工事未収入金の当事業年度発生額です。 

ホ．社債・転換社債  

内訳は１ 連結財務諸表等 (１) 連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しています。  

ヘ．長期借入金 

 （注） （ ）書は、内書であって、１年以内に返済予定の長期借入金であり、貸借対照表においては、短期借入金に

含めて表示しています。 

(３)【その他】 

 該当事項はありません。 

借入先 金額（百万円） 返済期日 担保 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 10,600 平成18年９月 なし 

株式会社みずほ銀行 6,600 平成18年７月 〃 

株式会社三井住友銀行 5,000 平成18年８月 〃 

株式会社福岡銀行 2,000 平成18年６月 〃 

中央三井信託銀行株式会社 1,900 平成18年９月 〃 

その他 8,000 平成18年６月から９月 〃 

計 34,100 － － 

長期借入金からの振替分 3,304 － － 

合計 37,404 － － 

前事業年度末残高 
（百万円） 

当事業年度受入額 
（百万円） 

完成工事高への振替額 
（百万円） 

当事業年度末残高 
（百万円） 

7,559 124,558 125,591 6,525 

借入先 金額（百万円） 返済期日 担保 使途 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行 

2,334 

(1,332) 
平成20年８月 なし 運転資金 

みずほ信託銀行株式会社 
1,813 

(441) 
平成22年９月 投資有価証券 〃 

明治安田生命保険相互会社 
998 

(324) 
平成22年12月 〃 〃 

日本生命保険相互会社 
862 

(299) 
平成23年２月 〃 〃 

日本政策投資銀行 
576 

(48) 
平成30年２月 

建物、構築
物、土地 

設備資金 

その他 
2,357 

(860) 
平成18年11月から平成23年２月 投資有価証券 運転資金 

合計 
8,940 

(3,304) 
－ － － 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券

（７種のほか100株未満表示の株券を発行することができる。） 

中間配当基準日 該当事項はありません。 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 

  

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  

株主名簿管理人 

  

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

  

取次所 

  

みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  

名義書換手数料 

  

無料 

  

新券交付手数料 

  

印紙税相当額及びこれに係る消費税相当額 

  

株券喪失登録に伴う手数料 

  

１．喪失登録    １件につき10,000円 

２．喪失登録株券  １枚につき  500円 

  

単元未満株式の買取り  

取扱場所 

  

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  

株主名簿管理人 

  

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

  

取次所 

  

みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  

買取手数料 

  

株式の売買の委託に係わる手数料相当額として別途要領に定める金額 

  

公告掲載方法 日本経済新聞 

  

株主に対する特典 該当事項はありません。 

  



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第25条第１

項各号に掲げる書類は、次のとおりです。  

（１）有価証券報告書及びその添付書類  

事業年度（第64期） （自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）      平成17年６月29日に提出

（２）半期報告書  

    （第65期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）      平成17年12月９日に提出

（３）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書  

                                       平成18年４月26日に提出



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月29日

鉄建建設株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 金塚 厚樹 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 福田 厚 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鉄建建

設株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鉄建

建設株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しています。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月29日

鉄建建設株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 金塚 厚樹 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鉄建建

設株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鉄建

建設株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しています。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月29日

鉄建建設株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 金塚 厚樹 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 福田 厚 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鉄建建

設株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鉄建建設

株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しています。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月29日

鉄建建設株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 金塚 厚樹 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鉄建建

設株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第65期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鉄建建設

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しています。 
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